


 

序     文 

 
タイ国は、主要産業が農業であることに加えて、近年の工業セクターの発展や生活様式の変化など

による水需要の急増と相まって、タイ経済の水資源への依存度が高まっています。さらに、乾季にお

ける水不足、雨季における洪水、天候不順といった気候変動の影響が同国の社会経済に与える影響は

今後一層増大するものと考えられており、如何に将来の気候変動に適切に対応していくかが重要です。 
 
この様な状況のもと、的確な適応策の立案に資する将来の気候変動に伴う水循環変動とこれが水関

連災害に与える影響の評価手法に関する研究開発の実施に関する、技術協力の要請が行われました。 
 
これを受けて独立行政法人国際協力機構は、平成 21 年 1 月 18 日から 25 日の間、当機構地球環境

部水資源・防災グループ水資源第一課長 沖浦 文彦を総括とする詳細計画策定調査団を派遣し、タイ

政府および関係機関との間で、「地球規模課題対応国際科学技術協力」の枠組みによる協力計画の策

定および実施体制について協議を行いました。 
 
本報告書は、同調査団の調査・協議結果と、その後行われた実施協議の結果を取りまとめたもので

あり、今後のプロジェクトの実施にあたり広く活用されることを期待しております。 
ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に対し、心より感謝の意を表します。 
 
 
平成 21 年 3 月 
 
 

独立行政法人 国際協力機構 
地球環境部 

部長 中川 聞夫 
 



 

地     図 
 

 
 

出典： THE 1st UN WORLD WATER DEVELOPMENT REPORT: Water for People, Water for Life [2003] 
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件
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技
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候
変
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実
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シ
ス
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築
プ
ロ
ジ
ェ
ク
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事
業
の
背
景
と
必
要
性
 

(
1)

 
タ
イ
国
に
お
け
る
水
資
源
セ
ク
タ
ー
（
特
に
統
合
的
水
資
源
管
理
お
よ
び
水
関
連
災
害
分
野
）
の
開
発
実
績
（
現

状
）
と
課
題
 

近
年
、
社
会
経
済
成
長
の
著
し
い
タ
イ

国
は
、
農
業
を
主
要
産
業
と
し
て
い
る

も
の
の
、
加
え
て
近
年
の
工

業
セ
ク
タ
ー
の
発
展
や
生
活
様
式
の
変

化
な
ど
に
よ
っ
て
水
需
要
が
急
増
す
る

と
と
も
に
、
タ
イ
経
済
の
水
資

源
へ
の
依
存
度
も
高
ま
っ
て
い
る
。
こ

の
様
な
中
、
乾
季
に
お
け
る
水
不
足
、

雨
季
に
お
け
る
洪
水
、
天
候
不

順
と
い
っ
た
気
候
変
動
の
影
響
が
同
国

の
社
会
経
済
に
与
え
る
影
響
は
今
後
一

層
増
大
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ

る
。
 

さ
ら
に
、
タ
イ
に
限
ら
ず
近
年
増
加
し

て
い
る
水
災
害
は
、
今
後
の
気
候
変
動

に
よ
る
影
響
に
よ
り
発
生
回

数
、
形
態
、
規
模
が
厳
し
い
方
向
に
変

化
す
る
こ
と
が
予
見
さ
れ
て
お
り
、
こ

れ
ま
で
通
り
の
防
災
施
設
、
社

会
基
盤
の
計
画
の
ま
ま
で
は
不
十
分
で

あ
る
こ
と
が
危
惧
さ
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
ダ
ム
建
設
や
堰
堤
の
嵩
上

げ
と
い
っ
た
ハ
ー
ド
的
対
策
に
は
膨
大

な
費
用
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
予
警
報

、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
と
い
っ

た
ソ
フ
ト
的
対
策
が
求
め
ら
れ
る
が
、

そ
れ
に
は
今
後
の
気
候
変
動
に
伴
う
水

循
環
変
動
が
水
関
連
災
害
と
し

て
ど
の
よ
う
に
顕
在
化
す
る
か
に
つ
い

て
の
評
価
が
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
ま

た
、
緩
和
策
へ
の
取
り
組
み
効

果
、
土
地
／
水
利
用
や
社
会
環
境
の
変

化
な
ど
に
不
確
実
性
が
あ
る
中
で
、
豪

雨
や
干
ば
つ
な
ど
に
つ
い
て
も

予
測
値
に
大
き
な
幅
が
存
在
す
る
こ
と

か
ら
、
タ
イ
国
で
は
気
候
変
動
の
把
握

を
目
的
と
し
た
準
リ
ア
ル
タ
イ

ム
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
 

こ
の
よ
う
な
中
タ
イ
に
は
、
世
界
各
地

で
解
決
が
求
め
ら
れ
て
い
る
典
型
的
な

水
問
題
、
す
な
わ
ち
洪
水
被

害
の
増
大
、
地
下
水
の
過
剰
汲
み
上
げ

に
よ
る
地
盤
沈
下
、
主
要
河
川
（
チ
ャ

オ
プ
ラ
ヤ
川
）
の
年
流
量
の
長

期
的
な
減
少
傾
向
と
渇
水
及
び
洪
水
年
に
お
け
る
大
規
模
貯
水
池
（
ダ
ム
を
含
む
）
の
適
切
な
運
用
の
必
要
性
、

国
際
河
川
メ
コ
ン
川
の
支
流
に
お
け
る

ダ
ム
開
発
の
問
題
、
等
が
顕
在
化
し
集

約
さ
れ
て
お
り
、
適
切
な
水
資

源
管
理
情
報
に
対
す
る
社
会
的
ニ
ー
ズ

は
き
わ
め
て
大
き
い
。
同
時
に
将
来
の

気
候
変
動
に
対
応
す
る
た
め
に

は
、
現
在
の
取
り
組
み
の
一
層
の
強
化

が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
適
切
な
適
応
策

の
立
案
・
実
施
が
極
め
て
重
要

と
な
っ
て
い
る
。
 

し
か
し
タ
イ
国
に
お
い
て
も
、
気
候
変

動
長
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
気
候
変
動
に

伴
う
水
循
環
変
動
に
関
す
る

水
文
気
象
観
測
、
な
ら
び
に
水
循
環
・

水
資
源
モ
デ
ル
の
構
築
は
未
だ
不
十
分

で
あ
る
た
め
、
的
確
な
適
応
策

の
立
案
に
資
す
る
こ
れ
ら
研
究
の
実
施
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
 

 

(
2)

 
タ
イ
国
に
お
け
る
水
資
源
セ
ク
タ
ー
（
特
に
統
合
的
水
資
源
管
理
お
よ
び
水
関
連
災
害
分
野
）
の
開
発
政
策
と

本
事
業
の
位
置
づ
け
 

タ
イ
国
政
府
は

2
00
0
年

7
月
に
発
表
し
た
「
水
の
ビ
ジ
ョ
ン
（
Na
ti
o
na
l
 W
a
te
r
 V
i
si
o
n,
 
Of
f
ic
e
 o
f
 

N
at
i
on
a
l 
Wa
te
r 
Re
s
ou
r
ce
s 
C
om
m
it
te
e
）」

に
お
い
て
「

20
2
5
年
ま
で

に
、
生

活
の
質
向

上
と
す
べ

て
の

関
係
者
の
参
加
を
考
慮
し
た
、
公
平
か

つ
持
続
可
能
な
水
資
源
利
用
を
可
能
に

す
る
効
率
的
な
管
理
・
組
織
・

法
的
シ
ス
テ
ム
を
通
し
て
、
す
べ
て
の

ユ
ー
ザ
ー
の
た
め
に
十
分
な
品
質
と
量

の
水
を
確
保
す
る
」
と
し
て
い

る
 
。
ま
た
、
第

10
次
国
家
社
会
経
済
計
画
（
T
en
t
h 
Na
t
io
n
al
 E
c
on
o
mi
c
 a
nd
 S
oc
i
al
 D
e
ve
l
op
m
en
t
 P
la
n
）

（
20
06

年
10

月
～
20
11

年
9
月
）
に
お
い
て
「
資
源
・
自
然
環
境
の
保
全
」
を
開
発
の
重
点

5
分
野
の
一
つ

と
し
て
挙
げ
る
と
と
も
に
、
最
近
の
政

府
施
政
方
針
に
お
い
て
も
効
果
的
な
水

資
源
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
や

地
球
温
暖
化
問
題
へ
の
対
応
が
重
要
課
題
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
 
。
 

気
候
変
動
あ
る
い
は
水
災
害
に
関
し
て
は
、
資
源
・
環
境
分
野
の
関
連
官
庁
を

2
00
2
年
に
改
編
し
て
発
足
し

た
天
然
資

源
環

境
省
（

Mi
n
is
t
ry
 
o
f 
N
at
u
ra
l 
Re
s
ou
r
ce
s 
an
d 
En
v
ir
on
me
nt
: 
MO
N
RE
）

が
「
水

不
足

と

洪
水
」
を
政
策
目
標
に
掲
げ
て
い
る
他
、
気
象
局
（
Th
a
i 
M
et
e
or
o
lo
g
ic
a
l 
De
pa
r
tm
e
nt
:
 T
M
D）

お
よ
び
王

立
灌

漑
局
（
R
oy
a
l 
Ir
ri
g
at
i
on
 
De
pa
rt
m
en
t
: 
RI
D
）

等
の
関
係
機

関
が
気
象
・

水
文
観
測
な

ら
び
に
気

象

予
報
、
洪
水
予
警
報
に
取
り
組
ん
で
い

る
も
の
の
、
気
候
変
動
に
対
応
可
能
な

水
災
害
・
水
資
源
管
理
能
力
を

有
す
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
 

以
上
の
よ
う
な
状
況
下
に
お
い
て
、
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
タ
イ
国
に
お
い
て

国
ス
ケ
ー
ル
の
気
候
変
動
の

継
続
的
監
視
と
そ
の
成
果
に
基
づ
く
予

測
モ
デ
ル
構
築
を
お
こ
な
う
こ
と
に
よ

り
、
適
切
な
水
資
源
管
理
の
実

施
、
洪
水
予
警
報
シ
ス
テ
ム
の
構
築
お

よ
び
気
候
変
動
適
応
策
の
能
動
的
立
案

能
力
を
保
持
す
る
こ
と
を
期
待

す
る
も
の
で
あ
る
。
特
に
本
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
で
構
築
す
る
水
循
環
情
報
統
合
シ

ス
テ
ム
は
、
チ
ャ
オ
プ
ラ
ヤ
川

流
域
で
の
実
時
間
水
災
害
リ
ス
ク
を
評

価
す
る
こ
と
で
、
的
確
な
水
災
害
・
水

資
源
の
管
理
、
ひ
い
て
は
タ
イ

国
政
府
・
機
関
に
よ
る
気
候
変
動
に
適

応
し
た
国
ス
ケ
ー
ル
で
の
水
防
災
の
政

策
立
案
支
援
を
目
指
す
も
の
で

あ
る
。
 

 

(
3)

 
水
資
源
セ
ク
タ
ー
（
特
に
統
合
的
水
資
源
管
理
お
よ
び
水
関
連
災
害
分
野
）
に
対
す
る
我
が
国
及
び

J
IC
A
の

援
助
方
針
と
実
績
 

2
00
8
年
に
開
催
さ
れ
た
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
首
脳
宣
言
に
お
い
て
、
気
候
変
動
及
び
水
資
源
管
理
に

関
す
る
観
測
・
予
測
の
強
化
、
な
ら
び

に
、
か
か
る
開
発
途
上
国
の
キ
ャ
パ
シ

テ
ィ
・
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト

に
対
す
る
支
援
方
針
が
表
明
さ
れ
て
い

る
。
ま
た
、
我
が
国
の
対
タ
イ
国
別
事

業
展
開
計
画
で
は
、
タ
イ
の
グ

ロ
ー
バ
ル
・
イ
シ
ュ
ー
へ
の
対
応
能
力

の
強
化
に
よ
っ
て
、
タ
イ
が
積
極
的
に

地
域
・
地
球
規
模
問
題
に
取
り

組
む

こ
と

が
東

南
ア

ジ
ア

地
域
の

持
続

的
な

成
長
と

安
定

に
裨

益
し
重

要
で

あ
る

と
し
て

い
る

。
さ

ら
に
防

災
・
災
害
対
応
能
力
の
強
化
は
重
点
分
野
の
一
つ
に
据
え
ら
れ
て
い
る
。
 

か
か
る
方
針
の
も
と
、
現
在

J
IC
A
は
地
域
別
研
修
「
ア
ジ
ア
地
域
 
気
候
変
動
へ
の
適
応
に
か
か
る
能
力
強

化
」
の
実
施
、
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
「
バ
ン
コ
ク
都
気
候
変
動
削
減
・
適

応
策
実
施
能
力
向
上
」
の
実
施

を
通
じ
て
、
気
候
変
動
に
対
す
る
適
応

策
・
緩
和
策
に
か
か
る
人
材
育
成
を
行

な
っ
て
い
る
。
過
去
に
お
い
て

も
開
発
調
査
「
チ
ャ
オ
ピ
ア
川
流
域
水

管
理
シ
ス
テ
ム
及
び
監
視
計
画
調
査
」
（
1
98
7
～
1
98
9）
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
方
式
技
術
協
力
「
灌
漑
技
術
セ
ン
タ

ー
計
画
フ
ェ
ー
ズ

2
」
（
19
9
0
～
1
99
7）
、
開
発
調
査
「
チ
ャ
オ
プ
ラ
ヤ

川
流
域
総
合
洪
水
対
策
計
画
調
査
」
（
1
9
96
～
19
9
8
）
、
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
防
災
能
力
向
上
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」（

2
00
6
～
2
00
8
）
の
実
施
に
加
え
、
気
象
学
、
水
管
理
、
テ
レ
メ
ト
リ
、
洪
水
対
策
、
流
域
管
理
、
統
合

技
協
（
地
球
規
模
課
題
対
応
国
際
科
学
技
術
協
力
）

1 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2 



 

 

ii

的
水
資
源
管
理
、
地
球
温
暖
化
と
い
っ

た
多
様
な
研
修
コ
ー
ス
に
多
く
の
関
係

職
員
を
受
け
入
れ
て
い
る
。
実

施
・
協
力
機
関
は

TM
D
、
R
ID

の
他
内
務
省
災
害
軽
減
局
（
DD
PM
）
、
バ
ン
コ
ク
都
庁
（
B
MA
）
に
も
及
び
、
タ
イ

国
の
水
資
源
・
防
災
分
野
の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
を
幅
広
く
支
援
し
て
い
る
。
 

さ
ら
に
、
昨
今
、
我
が
国
の
科
学
技
術

を
活
用
し
た
地
球
規
模
課
題
に
関
す
る

国
際
協
力
の
期
待
が
高
ま
る

と
と
も
に
、
日
本
国
内
で
も
科
学
技
術
に
関
す
る
外
交
の
強
化
や
科
学
技
術
協
力
に
お
け
る

OD
A
活
用
の
必
要

性
・
重
要
性
が
謳
わ
れ
て
き
た
。
内
閣

府
総
合
科
学
技
術
会
議
が
取
り
ま
と
め

た
「
科
学
技
術
外
交
の
強
化
に

向
け
て
」
（
H
19

年
4
月
、
H
20

年
5
月
）
や
、
H
19

年
6
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
２
５
」

に
お
い
て
途
上
国
と
の
科
学
技
術
協
力
を
強
化
す
る
方
針
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
。
 

そ
の
よ
う
な
中
で
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

、
防
災
及
び
感
染
症
を
始
め
と
す
る
地

球
規
模
課
題
に
対
し
、
開
発

途
上
国
と
共
同
研
究
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
途
上
国
側
の
能
力
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
指
す
、「

地
球
規
模
課

題
に
対
応
す
る
科
学
技
術
協
力
」
事
業
が

H
20

年
度
に
創
設
さ
れ
た
。
本
案
件
は
こ
の
一
つ
と
し
て
採
択
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
我
が
国
政
府
の
援
助
方
針
・
科
学
技
術
政
策
に
合
致
し
て
い
る
。
 

な
お
、「

地
球
規
模
課
題
に
対
応
す
る
科
学
技
術
協
力
」
事
業
は
、
文
部
科
学
省
、
独
立
行
政
法
人
科
学
技
術

振
興
機
構
（
以
下
、
J
ST
）
、
外
務
省
、
JI
CA

の
4
機
関
が
連
携
す
る
も
の
で
あ
り
、
国
内
で
の
研
究
支
援
は

JS
T

が
行
い
、
開
発
途
上
国
に
対
す
る
支
援
は

JI
CA

が
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
 

 

(
4)

 
他
の
援
助
機
関
の
対
応
 

水
資
源
管
理
の
向
上
に
係
わ
る
ド
ナ
ー
の
支
援
と
し
て
は
、
国
連
環
境
計
画
が
統
合
的
水
資
源
管
理
（
I
WR
M
）

の
推
進
を
目
指
し
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

の
開
催
等
に
よ
る
知
識
普
及
・
啓
発
に

取
り
組
ん
で
い
る
。
ま
た
、
世

界
銀
行
に
よ
る
地
下
水
資
源
管
理
に
係

わ
る
能
力
強
化
、
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
に

よ
る
水
資
源
管
理
の
地
域
リ
ー

ダ
ー
の
育
成
と
い
っ
た
活
動
が
見
ら
れ

る
。
し
か
し
、
国
レ
ベ
ル
あ
る
い
は
チ

ャ
オ
プ
ラ
ヤ
川
流
域
を
対
象
と

し
た
、
気
候
変
動
長
期
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

お
よ
び
水
循
環
モ
デ
リ
ン
グ
に
関
し
て

、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
重
複
す

る
よ
う
な
支
援
実
績
は
確
認
さ
れ
な
い
。
 

 

３
．
 
事
業
概
要
 

(
1)

 
事
業
の
目
的
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
地
球
規
模
課
題

で
あ
る
気
候
変
動
へ
の
適
応
に
資
す
る

研
究
と
し
て
、
ま
た
、
タ
イ

国
に
お
け
る
適
切
な
水
資
源
管
理
、
気
候
変
動
に
伴
う
水
関
連
被
害
の
軽
減
と
い
う
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
に
、

相
手
国
代
表
研
究
機
関
で
あ
る
タ
イ
国

カ
セ
サ
ー
ト
大
学
を
中
核
と
し
た
現
地

研
究
機
関
・
現
地
現
業
機
関
と

連
携
し
て
、
水
分
野
に
お
け
る
気
候
変

動
の
影
響
へ
の
適
応
策
立
案
・
実
施
支

援
シ
ス
テ
ム
を
タ
イ
国
に
構
築

す
る
こ
と
が
目
的
で
あ
る
。
そ
の
た
め

に
、
水
災
害
リ
ス
ク
評
価
並
び
に
気
候

変
動
や
土
地
利
用
変
化
に
伴
う

水
循
環
変
動
の
継
続
的
監
視
の
た
め
の

水
文
気
象
観
測
網
を
強
化
し
、
水
災
害

予
測
や
統
合
的
水
資
源
管
理
支

援
の
た
め
の
人
間
活
動
も
考
慮
し
た
水

循
環
・
水
資
源
モ
デ
ル
を
設
計
開
発
す

る
。
そ
し
て
、
こ
れ
ら
観
測
と

モ
デ
ル
を
統
合
し
て
、
効
果
的
な
水
資

源
管
理
・
水
災
害
管
理
・
水
環
境
管
理

の
た
め
の
水
循
環
情
報
統
合
シ

ス
テ
ム
を
タ
イ
国
に
構
築
し
、
気
候
変

動
へ
の
適
応
を
考
慮
し
た
水
資
源
管
理

、
自
然
災
害
の
被
害
軽
減
と
い

っ
た
利
用
ニ
ー
ズ
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

ま
た
、
本
件
の
実
施
機
関
（
タ
イ
側
研

究
グ
ル
ー
プ
）
に
は
、
カ
セ
サ
ー
ト
大

学
に
加
え
て
、
T
MD

お
よ
び

R
ID

と
い
っ
た
政
府
機
関
も
名
を
連
ね
て
い
る
。
こ
れ
ら
組
織
が
自
立
的
・
継

続
的
に
デ
ー
タ
を
取
得
で
き
る

よ
う
に
な
る
こ
と
、
そ
し
て
そ
の
デ
ー

タ
を
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
に
集
積
し
モ
デ

ル
構
築
、
適
応
策
立
案
等
を
行

3 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4 



 

 

iii

2
-2
 
人
間
活
動
を
考
慮
し
た
水
循
環
モ
デ
ル
が
開
発
さ
れ
る
。
 

2
-3
 
（
水
循
環
と
人
間
活
動
を
統
合
す
る
）
統
合
水
循
環
・
水
資
源
モ
デ
ル
に
か
か
る
方
法
書
/
解

説
書
が
作
成
さ
れ
る
。
 

2
-4
 
統
合
水
循
環
・
水
資
源
モ
デ
ル
に
よ
る
流
出
量
（
年
間
河
川
流
量
、
月
次
ピ
ー
ク
流
量
）
が
±

2
0%
以
内
の
精
度
で
推
定
さ
れ
る
。
 

活
動
：
 

2
-1
 
水
循
環
モ
デ
ル
作
成
に
必
要
な
情
報
の
収
集
と
検
証
を
行
な
う
。
 

2
-2
 
水
循
環
モ
デ
ル
の
再
現
性
を
向
上
さ
せ
る
。
 

2
-3
 
人
間
活
動
が
水
循
環
に
与
え
る
影
響
に
関
す
る
情
報
を
収
集
し
、
水
循
環
モ
デ
ル
に
反
映
さ
せ

る
。
 

2
-4
 
統
合
モ
デ
ル
の
運
用
・
管
理
に
つ
い
て
、
タ
イ
側
研
究
者
お
よ
び
関
係
機
関
に
有
用
な
情
報
を

取
り
ま
と
め
る
。
 

2
-5
 
水
文
気
象
デ
ー
タ
統
合
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結
果
を
ウ
ェ
ブ
上
に
公
開

す
る
。
 
 

成
果

3
：
気
候
変
動
の
影
響
と
人
間
活
動
を
考
慮
し
た
水
関
連
リ
ス
ク
評
価
手
法
が
開
発
さ
れ
る
。
 

指
標
：
 

3
-1
 
水
文
気
象
デ
ー
タ
お
よ
び
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
結
果
が
影
響
評
価
（
イ
ン
パ
ク
ト
ア
セ
ス
メ
ン

ト
）
に
統
合
さ
れ
る
。
 

3
-2
 
現
在
お
よ
び
将
来
の
災
害
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
お
よ
び
リ
ス
ク
指
数
が
定
義
さ
れ
る
。
 

3
-3
 
リ
ス
ク
評
価
お
よ
び
影
響
評
価
に
方
法
書
/
解
説
書
が
作
成
さ
れ
る
。
 

3
-4
 
気
候
変
動
へ
の
適
応
策
と
し
て
、
準
リ
ア
ル
タ
イ
ム
・
リ
ス
ク
指
数
が
開
発
さ
れ
、
予
警
報
シ

ス
テ
ム
に
活
用
さ
れ
る
。
 

活
動
：
 

3
-1
 
水
文
気
象
デ
ー
タ
統
合
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。
 

3
-2
 
リ
ス
ク
評
価
お
よ
び
影
響
評
価
の
た
め
の
基
準
値
あ
る
い
は
特
徴
を
設
定
す
る
。
 

3
-3
 
災
害
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
お
よ
び
リ
ス
ク
指
数
の
推
定
に
つ
い
て
、
タ
イ
側
研
究
者
お
よ
び
関
係

機
関
に
有
用
な
情
報
を
取
り
ま
と
め
る
。
 

3
-4
 
リ
ス
ク
指
数
を
準
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
推
定
す
る
シ
ス
テ
ム
を
開
発
す
る
。
 

 3
) 

投
入
の
概
要
 

日
本
側
 

(
a)

 
専
門
家
：
 

長
期
専
門
家
 
１
名
（
業
務
調
整
）
 

 
 

短
期
専
門
家
 
11

名
（
チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
研
究
計
画
、
水
文
気
象
 

 
観
測
、
水
文
・
人
間
活
動
モ
デ
リ
ン
グ
、
影
響
評
価
・
リ
ス
ク
評
価
）
 

(
b)

 
研
修
員
受
入
：
 

10
名
程
度
／
年
×
5
年
 

(
c)

 
機
材
：
 

水
文
気
象
デ
ー
タ
統
合
シ
ス
テ
ム
関
連
（
サ
ー
バ
ー
、
大
容
量
記
憶
装
置
、

等
）
、
準
リ
ア
ル
タ
イ
ム
水
文
気
象
観
測
シ
ス
テ
ム
関
連
（
通
信
機
器
、
気

象
水
文
観
測
計
器
）
、
集
中
観
測
関
連
（
超
音
波
風
速
温
度
計
、
放
射
収
支

計
、
水
質
セ
ン
サ
、
ウ
ィ
ン
ド
プ
ロ
フ
ァ
イ
ラ
）
 

(
d)

 
在
外
事
業
強
化
費
 

タ
イ
国
側
 

(
a)

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
（
C
/P
）
 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
：
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
 
学
長
 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
副
ダ
イ
レ
ク
タ
ー
：
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
 
工
学
部
長
 

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
：
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
工
学
部
 
資
源
管
理
・
地
理
情
報
セ
ン

タ
ー
長
 

 
 

そ
の
他

C/
P：

後
述
「
(6
)
 事

業
実
施
体
制
」
に
記
載
の

10
大
学
・
機
関
の
関
係
職
員
 

(
b)

 
施
設
、
機
材
等
：
 

カ
セ
サ
ー

ト
大
学

工
学
部

に
お
け

る
専
門

家
執
務

室
、
T
MD

お
よ
び

RI
D

の
気
象
・
水

文
観
測

施
設
／
関

連
デ
ー
タ

、
気
象
・

水
文
観

測
機
器
設

置

場
所
、
等
 

(
4)

 
総
事
業
費
/
概
算
協
力
額
 

合
計
：
4
.5

億
円
（
JI
CA

予
算
ベ
ー
ス
）
 

 

(
5)

 
事
業
実
施
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
協
力
期
間
）
 

5
年
間
（
2
00
9
年

5
月
～
20
14

年
3
月
を
想
定
）
 

 

(
6)

 
事
業
実
施
体
制
（
実
施
機
関
/カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
）
 

タ
イ
側
研
究
機
関
は
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
を
代
表
と
す
る
以
下
の

10
大
学
・
機
関
で
構
成
さ
れ
る
。
こ
の
中
で

も
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
、
T
M
D
、
R
ID
、
チ
ュ
ラ
ロ
ン
コ
ー
ン
大
学
、
マ
ハ
ナ
コ
ン

工
科
大
学
（
下
線
）
が
中
心
的

な
役
割
を
担
い
、
合
同
調
整
委
員
会
（
J
oi
n
t 
Co
o
rd
i
na
t
in
g
 C
om
m
it
t
ee
：
JC
C）

の
構
成
メ
ン
バ
ー
と
し
た
。 

 
 

K
as
e
ts
a
rt
 
Un
i
ve
r
si
t
y（

タ
イ
側
研
究
代
表
機
関
）
 

 
 

T
ha
i
 M
e
te
o
ro
l
og
i
ca
l
 D
e
pa
r
tm
e
nt
（
TM
D：

タ
イ
気
象
局
）
 

 
 

R
oy
a
l 
I
rr
i
ga
t
io
n
 D
e
pa
r
tm
e
nt
（
RI
D：

王
立
灌
漑
局
）
 

 
 

C
hu
l
al
o
ng
k
or
n
 U
n
iv
e
rs
i
ty
 

 
 

M
ah
a
na
k
or
n
 U
n
iv
e
rs
i
ty
 
of
 
Te
c
hn
o
lo
g
y
 

 
 

K
in
g
 M
o
ng
k
ut
’
s 
Un
i
ve
r
si
t
y 
o
f 
T
ec
h
no
l
og
y
 T
h
on
b
ur
i
 

 
 

K
ho
n
ka
e
n 
U
ni
v
er
s
it
y
 

 
 

N
ar
a
es
u
an
 
Un
i
ve
r
si
t
y
 

 
 

T
ha
m
ma
s
ar
t
 U
n
iv
e
rs
i
ty
 

 
 

C
hi
a
ng
m
ai
 
Un
i
ve
r
si
t
y
 

ま
た

JC
C
に
は
、
将
来
的
な
制
度
的
イ
ン
パ
ク
ト
の
発
現
を
目
指
し
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
と
し
て
次
の
タ
イ
側
政

府
機
関
の
出
席
を
求
め
る
こ
と
で
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
中
に
お
け
る
関
係
者

間
の
情
報
共
有
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
終
了
後
に
お
け
る
成
果
の
定
着
・
拡
大
を
目
指
す
。
 

 
D
ep
a
rt
m
en
t
 o
f
 W
a
te
r
 R
e
so
u
rc
e
s（

DW
R：

天
然
資
源
環
境
省
水
資
源
局
）
 

 
D
ep
a
rt
m
en
t
 o
f
 D
i
sa
s
te
r
 P
r
ev
e
nt
i
on
 
an
d
 M
i
ti
g
at
i
on
 

 
B
ur
e
au
 
of
 
Ro
y
al
 
Ra
i
nm
a
ki
n
g 
a
nd
 
Ag
r
ic
u
lt
u
ra
l
 A
v
ia
t
io
n
 

 
N
at
i
on
a
l 
P
ar
k
, 
W
il
d
li
f
e 
a
nd
 
Pl
a
nt
 
Co
n
se
r
va
t
io
n
 D
e
pa
r
tm
e
nt
 
 

 
N
at
i
on
a
l 
R
es
e
ar
c
h 
C
ou
n
ci
l
 o
f
 T
h
ai
l
an
d
 

5 
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iv

 な
お
、
日
本
側
実
施
機
関
は
東
京
大
学
を
代
表
と
す
る
以
下
の

5
つ
の
研
究
機
関
で
構
成
さ
れ
る
。
 

 
 

東
京
大
学
（
代
表
研
究
機
関
）
 

 
 

京
都
大
学
 

 
 

東
北
大
学
 

 
 

国
立
環
境
研
究
所
 

 
 

農
業
環
境
技
術
研
究
所
 

 

(
7)

 
環
境
社
会
配
慮
・
貧
困
削
減
・
社
会
開
発
 

1
) 

環
境
社
会
配
慮
 

①
 
カ
テ
ゴ
リ
分
類
：
C
 

②
 
影
響
と
回
避
・
軽
減
策
 

本
案
件
は
、
気
象
・
水
文
観
測
と
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
上
で
の
水
循
環
・
水
資
源
管

理
モ
デ
ル
の
開
発
を
行
な
う

も
の
で
、
環
境
社
会
面
で
負
の
イ
ン
パ
ク
ト
を
生
じ
る
こ
と
は
予
見
さ
れ
な
い
。
 

 

2
) 

貧
困
削
減
促
進
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
上
、
特
段
の
配
慮
要
因
は
無
い
。
 

な
お
、
自
然
災
害
は
貧
困
を
発
生
あ
る

い
は
悪
化
さ
せ
る
直
接
的
な
要
因
の
一

つ
で
あ
り
、
か
つ
、
気
候
変

動
に
よ
る
水
循
環
変
動
は
貧
困
層
の
多

く
が
従
事
す
る
農
業
生
産
に
影
響
を
与

え
る
こ
と
か
ら
、
適
応
策
立
案

に
資
す
る
本
案
件
は
貧
困
削
減
の
促
進
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

3
) 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
 

特
段
の
配
慮
要
因
は
無
い
。
 

 

(
8)

 
他
ド
ナ
ー
等
と
の
連
携
 

上
記

2.
(4
)
に
記
載
の
と
お
り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
連
す
る
よ
う
な
支
援

活
動
は
無
く
、
現
時
点
で
特

定
の
連
携
を
行
う
と
こ
と
は
想
定
し
な
い
。
 

(
9)

 
そ
の
他
特
記
事
項
 

特
に
無
し
。
 

４
．
 

外
部
条
件
・
リ
ス
ク
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

 

(
1)

 
タ
イ
国
政
治
情
勢
の
不
安
定
性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
に

タ
イ

国
政

治
が

大
き

く
混

乱
し

な
い

こ
と

が
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

の
円

滑
な

実
施

の
上

で
の
外
部
条
件
で
あ
る
。
20
08

年
秋
に
発
生
し
た
国
際
空
港
閉
鎖
等
の
混
乱
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に
再
度
、

発
生
す
る

よ
う

で
あ
れ

ば
、
日

本
人

短
期

専
門
家

派
遣

や
カ
ウ

ン
タ
ー

パ
ー

ト
の

本
邦
研

修
参

加
に
支

障
が

出

る
と
と
も

に
、

研
究
・

開
発
用

機
材

の
調

達
・
輸

送
・

設
置
等

の
遅
延

等
に

よ
り

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
活

動
に

支

障
が
出
る

可
能

性
が
あ

る
。
た

だ
し

、
こ

の
点
は

コ
ン

ト
ロ
ー

ル
不
能

の
外

部
条

件
で
あ

り
、

在
タ
イ

日
本

国

大
使
館
と

JI
CA

タ
イ
事
務
所
に
よ
る
適
切
な
情
報
収
集
・
伝
達
、
調
整
、
支
援
が
唯
一
の
リ
ス
ク
軽
減
策
と
考

え
ら
れ
る
。
 

 

５
．
 

過
去
の
類
似
案
件
の
評
価
結
果
と
本
事
業
へ
の
教
訓

 

(
1)

 
合
同
調
整
委
員
会
の
効
果
的
な
運
営
と
活
用
の
重
要
性
 

水
資
源
に
関
連
す
る
デ
ー
タ
の
多
く
は
事
業
実
施
機
関
が
個
々
に
保
有
し
て
い
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
そ
の

よ
う
な
デ

ー
タ

の
統
合

が
主
要
な
活

動
で

あ
り
、

デ
ー

タ
の
提

供
・
共

有
が

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
期

間
中
は

も
と

よ

り
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
後
も

継
続
し
て
行

わ
れ

る
よ
う

な
、

協
働
体

制
の
構

築
を

図
る

。
ま
た

、
オ

ブ
ザ
ー

バ
参

加

を
求
め
る

DW
R
お
よ
び

DD
PM

等
関
係
機
関
と
も
緊
密
な
情
報
・
意
見
交
換
を
行
な
い
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
の

定
着
な
ら
び
に
将
来
の
イ
ン
パ
ク
ト
の
発
現
の
端
緒
を
開
く
よ
う
取
り
組
む
。

 
６
．
 

評
価
結
果

 

(
1)

 
妥
当
性
 

タ
イ
国
開
発
政
策
に
お
い
て
は
、
20
00

年
7
月
に
発
表
さ
れ
た
「
水
の
ビ
ジ
ョ
ン
」
お
よ
び
第

10
次
国
家
社

会
経
済
計

画
等

に
お
い

て
、
効
果
的

な
水

資
源
管

理
シ

ス
テ
ム

の
構
築

や
地

球
温

暖
化
問

題
へ

の
対
応

が
重

要

課
題
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
2
00
8
年
の
洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
あ
る
い
は
我
が
国
の
対
タ
イ
国
別

事
業
展
開

計
画

に
お
い

て
、
タ
イ
な

ら
び

に
開
発

途
上

国
の
気

候
変
動

及
び

水
資

源
管
理

に
か

か
る
キ

ャ
パ

シ

テ
ィ
・
デ

ィ
ベ

ロ
ッ
プ

メ
ン
ト
へ
の

支
援

が
掲
げ

ら
れ

て
お
り

、
本
案

件
は

タ
イ

国
政
府

方
針

お
よ
び

我
が

国

援
助
方
針
に
合
致
す
る
内
容
で
あ
り
、
妥
当
性
が
認
め
ら
れ
る
。
 

(
2)

 
有
効
性
 

成
果

１
～

３
と

し
て

設
定

し
た
研

究
課
題

は
い

ず
れ

も
日

本
も

し
く

は
日

本
と
タ

イ
双

方
に

お
い

て
先

行
研

究
・
活
動

の
実

績
が
あ

る
。
加
え
て

、
日

本
側
代

表
研

究
機
関

で
あ
る

東
京

大
学

と
タ
イ

側
代

表
研
究

機
関

で

あ
る
カ
セ

サ
ー

ト
大
学

は
共
同
研
究

の
実

績
を
有

し
、

当
該
分

野
に
関

す
る

知
見

、
研
究

活
動

の
実
施

能
力

・

経
験
を
十

分
備

え
て
い

る
。
ま
た
、

３
つ

の
成
果

は
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
で

開
発

を
想
定

す
る

「
適
応

策
立

案

支
援
シ
ス

テ
ム

」
の
構

成
要
素
で
あ

り
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
目
標

と
の
因

果
関

係
が

確
保
さ

れ
て

い
る
。

以
上

か

ら
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
有
効
性
が
見
込
ま
れ
る
。
 

(
3)

 
効
率
性
 

タ
イ
側
研
究
メ
ン
バ
ー
に
は
、
研
究
代
表
（
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
工
学
部
教
授
）
、
T
MD

局
長
を
は
じ
め
と
し
、
日

本
側
研
究

代
表

機
関
で

あ
る
東
京
大

学
で

の
学
位

取
得

・
研
究

経
験
を

有
す

る
者

が
数
多

く
参

画
し
て

い
る

。

東
京
大
学

と
カ

セ
サ
ー

ト
大
学
は
こ

れ
ま

で
に
文

部
科

学
省
予

算
等
に

よ
る

共
同

研
究
を

実
施

し
て
お

り
、

そ

7 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

8 



 

 

v

の
過
程
で

TM
D 
、
RI
D
等
の
他
機
関
と
も
協
働
体
制
を
構
築
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
効
果
的
な
共
同
作
業
（
技

術
移
転
を
含
む
）
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
の
実
施
が
可
能
で
あ
る
。
 

こ
の
よ
う
な
人
的
・
ハ
ー
ド
面
の
既
存
リ
ソ
ー
ス
を
活
用
す
る
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
日
本
か
ら
の
投
入
は

期
待
さ
れ
る
成
果
の
発
現
に
不
可
欠
と
な
る
、
新
た
な
研
究
・
開
発
項
目
に
係
わ
る
も
の
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、

高
い
効
率
性
を
有
す
る
と
判
断
さ
れ
る
。
 

(
4)

 
イ
ン
パ
ク
ト
 

本
件
は
研
究
開
発
の
側
面
を
有
す
る
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
た
め
、
一
義
的
に
は
実
施
機
関
で
あ
る

カ
セ
サ
ー
ト
大
学
、
TM
D
、
R
ID

お
よ
び
そ
の
他
研
究
機
関
の
研
究
開
発
能
力
の
向
上
と
い
う
面
で
の
イ
ン
パ
ク

ト
が
期
待

で
き

る
。
た

だ
し
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
開

発
す
る

「
適
応

策
立

案
支

援
シ
ス

テ
ム

」
の
活

用
度

合

い
、
さ
ら
に
は
同
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
適
応
策
立
案
な
ら
び
に
水
災
害
被
害
の
回
避
・
軽
減
の
程
度
に
つ
い
て
は
、

中
長
期
に

亘
る

継
続
的

な
取
り

組
み

を
必

要
と
す

る
こ

と
、
そ

し
て
関

連
政

策
・

制
度
の

変
更

や
そ
の

他
の

外

部
条
件
に
も
影
響
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
は
予
測
が
困
難
で
あ
る
。
 

(
5)

 
自
立
発
展
性
 

T
MD

は
タ
イ
の
気
象
分
野
の
責
任
機
関
と
し
て
相
応
の
高
い
能
力
を
有
し
て
お
り
、
気
象
観
測
・
予
報
を
本
来

業
務
と
し
て
実
施
し
て
い
る
。
ま
た
、
RI
D
は
農
業
協
同
組
合
省
傘
下
の
局
で
あ
る
が
、
タ
イ
国
内
の
水
文
関
係

に
つ
い
て

は
人

員
、
組

織
、
予

算
な

ど
の

体
制
に

お
い

て
最
有

力
な
機

関
で

あ
り

水
文
モ

ニ
タ

リ
ン
グ

や
そ

れ

に
基
づ
く

予
警

報
に
取

り
組
ん

で
い

る
。

本
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
は

先
進
的

な
研

究
・

開
発
活

動
で

あ
る
が

、
一

方

で
こ
れ
ら

政
府

機
関
の

機
能
を

基
礎

に
、

現
有
能

力
・

情
報
の

統
合
を

図
る

も
の

で
も
あ

る
。

従
っ
て

、
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト
で
投
入
す
る
観
測
装
置
は
、
TM
D
や

RI
D
そ
れ
ぞ
れ
の
シ
ス
テ
ム
に
取
り
込
ん
で
活
用
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
短
期

的
な

効
果
発

現
と
恒

常
的

な
維

持
管
理

が
期

待
で
き

る
。
た

だ
し

、
カ

セ
サ
ー

ト
大

学
は
研

究
プ

ロ

ジ
ェ
ク
ト

単
位

の
特
別

予
算
し

か
有

し
得

ず
、
恒

久
的

な
予
算

措
置
を

期
待

す
る

こ
と
は

難
し

い
が
、

同
大

学

は
タ
イ
の

水
文

学
分
野

の
代
表

的
役

割
を

担
っ
て

い
る

こ
と
か

ら
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
投
入

な
ら

び
に
成

果
の

活

用
に
つ
い
て
懸
念
は
少
な
い
。
 

以
上
の
よ
う
に
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
一
定
の
技
術
的
・
組
織
的
・
財
務
的
自
立
発
展
性
を
有
す
る
と
評
価
さ

れ
る
が
、
上
位
目
標
レ
ベ
ル
に
あ
る
適
応
策
立
案
、
水
災
害
被
害
の
回
避
・
軽
減
の
実
現
可
能
性
に
つ
い
て
は
、

中
長
期
に

亘
る

継
続
的

な
取
り

組
み

を
必

要
と
す

る
こ

と
、
そ

し
て
関

連
政

策
・

制
度
の

変
更

や
そ
の

他
の

外

部
条
件
に
も
影
響
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
現
時
点
で
は
予
測
が
困
難
で
あ
る
。
 

(
6)

 
実
現
可
能
性
（
リ
ソ
ー
ス
確
保
、
前
提
条
件
）
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
約
二
十
年
に
わ
た
っ
て
東
京
大
学
と
共
同
研
究
実
績
を
持
つ
カ
セ
サ
ー
ト
大
学
を
中

心
に
タ
イ

国
関

係
省
庁

な
ら
び

に
他

大
学

と
の
協

力
関

係
が
築

か
れ
て

い
る

。
さ

ら
に
、

日
本

側
研
究

機
関

を

構
成
す
る

京
都

大
学
、

東
北
大

学
等

も
、

文
部
科

学
省

予
算
等

に
よ
る

既
往

研
究

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
を
通

じ
て

東

京
大
学
と

の
共

同
研
究

実
績
を

有
し

て
い

る
こ
と

か
ら

、
本
件

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
な
ら

び
に

当
該
開

発
分

野

に
お
い
て
必
要
な
日
本
側
、
タ
イ
側
の
人
的
・
組
織
的
リ
ソ
ー
ス
は
確
保
さ
れ
て
い
る
。
 

 
７
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今
後
の
評
価
計
画

 

(
1)

 
今
後
の
評
価
に
用
い
る
主
な
指
標
 

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】
 

適
応
策
立
案
支
援
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
水
関
連
リ
ス
ク
軽
減
に
資
す
る
情
報
や
提
言
が
ウ
ェ
ブ
上
に
公
開
さ
れ
る
。
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 1-1

第1章 調査実施の背景・目的 

1－1 調査の背景 
一国や一地域だけでは解決することが困難な「地球規模課題」が途上国を中心として深刻化してお

り、そうした課題の解決に向けて、国際社会が共同で取り組むことが求められている。環境・水分野

に関しては、2007 年の「イノベーション 25」や引き続く骨太の方針（経済財政改革の基本方針 2007）
でも、日本の科学技術により世界の問題を解決することが我が国の将来を支える、という戦略が描か

れており、総合科学技術会議有識者議員ペーパー「科学技術外交の強化について」（2007 年 4 月）が

科学技術外交のあり方と、その喫緊の必要性を述べている。このように我が国の科学技術を活用した

地球規模課題に関する国際協力の期待が内外から高まるのを受け、日本国内でも科学技術に関する外

交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要性がうたわれ、2008 年の骨太の方針では

いっそうの推進が求められている。このような状況を受けて、2008 年度より「地球規模課題に対応

する科学技術協力」事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症を始めとする

地球規模課題に対し、我が国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい

知見の獲得を通じて、我が国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的

としている。また、本事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構（以下、「JST」）、外務

省、JICA の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、開発途上国に対する支

援は JICA により行うこととなっている。 

タイ国においてはその経済発展に伴い、都市での洪水被害の増大、地下水の過剰揚水による地盤沈

下、チャオプラヤ川等における年流量の長期的減少傾向と渇水年における大規模貯水池の適切な運用

の必要性、など世界各地で解決が求められている典型的な水問題が顕在している。今後気候変動がこ

れら問題に与える影響にも留意した、適切な水資源管理を実現することが求められている。しかしな

がら、タイ国には、そのために必要な水循環に関連する水文気象観測網や気候変動長期モニタリング

が十分ではない。 

この様な状況のもと、将来の気候変動に伴う水循環変動とこれが水関連災害に与える影響の評価手

法に関する研究開発を行うことは、日本におけるアジアモンスーン域の水循環変動や人間活動を考慮

した統合水循環水資源モデルの開発など科学技術の研究開発、タイ国における水文気象観測体制の強

化と気候変動への適応策の策定や実時間水災害リスク指数の算定などを通じ、双方にとって有益な水

分野における適応策の立案に寄与するものであるとの認識から、H20 年度「地球規模課題対応国際科

学技術協力」としてタイより要請された。 

1－2 調査の目的 
本件調査団は、以下を目的として派遣された。 

 タイ国政府からの協力要請の背景・内容の確認ならびにタイ国及び実施機関における

研究実施体制といった、案件実施に必要な情報の収集・分析 
 同国関係機関との協力計画にかかる協議および協議議事録（Minutes of Meeting：以下「ミ

ニッツ」）の署名による合意形成 
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1－3 調査団の構成 
 

担当 氏名（敬称略） 所属 

総括 沖浦 文彦 JICA 地球環境部水資源・防災グループ水資源第一課長

研究総括 沖 大幹 東京大学生産技術研究所 教授 
研究計画 小森 大輔 東京大学生産技術研究所 特任研究員 
研究計画管理 大川 久美子 独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

地球規模課題国際協力室 調査員 
協力企画 浅井 誠 JICA 地球環境部水資源・防災グループ水資源第一課 
 

1－4 調査日程 
 

日付 工程 宿泊 
1 1/18 

(日) 
成田 10:50 (NH953)→16:05 バンコク バンコク 

2 1/19 
(月) 

08:30-09:30 JICA タイ事務所打合せ 
10:30-12:00 R/D 案 協議（於カセサート大学工学部） 

・ 科学技術協力事業の概要説明、調査目的の説明 
・ タイ側関係者による関連研究発表、研究目標の共有 

13:30-14:00 カセサート大学学長表敬 
14:30-17:00 R/D 案協議 

バンコク 

3 1/20 
(火) 

10:20-15:00 R/D 案および M/M 案協議（於カセサート大学工学部

RM-GIC1） 
・ 活動内容、両国研究機関の役割の明確化 

移動 バンコク 17:15（TG116）→18:25 チェンマイ 

チェン 
マイ 

4 1/21 
(水) 

9:00-10:30 TMD、RID 関係者との協議（於 Hydrology and Water 
Management Center for Upper Northern Region, RID） 

・ 投入機材の吟味（購入方法、設置場所、投入数など） 
10:30-15:30 視察（Mae Wang 川流域における水文気象観測点 2 カ所）

移動 チェンマイ 16:45（TG117）→17:55 バンコク 

バンコク 

5 1/22 
(木) 

11:00-19:30 R/D 案および M/M 案協議（於カセサート大学工学部

RM-GIC） 
・ 投入機材の吟味、R/D 案・M/M 案の最終版合意 

バンコク 

6 1/23 
(金) 

09:30-10:30 RID（Office of Hydrology & Water Management）視察 
11:00-11:30 TICA 表敬 
13:30-14:30 TMD 視察 
15:30-16:30 M/M 署名（於カセサート大学工学部） 
17:30-18:30 JICA タイ事務所報告 

バンコク 

7 1/24 
(土) 

資料整理、報告書作成 
バンコク 23:55 (NH916)→  

 

8 1/25 
(日) 

→ 06:15 成田  

                                                   
1 Resource Management and Geo-information Center 
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第2章 調査結果 

2－1 協議結果 
（1）プロジェクト実施の妥当性 

本案件は先駆的な技術開発を行う研究要素を含んでいる点が通常の技術協力プロジェクト

と異なる。したがって、プロジェクト目標と上位目標でそれぞれ想定する状態が実現するまで

には長い時間を要すること、また一方向的なシナリオを想定し難いことから、PDM 公式文書

化を行わなかった。 

しかしながら、本案件の実施意義、いかに地球規模課題（本件においては気候変動）の解決

に資するか、を関係者間で明確に共有しておくことが不可欠であることから、ミニッツに「1. 
Rationale of the Project」という項を作成した。（記載内容の詳細は、下記 2-2 も参照ありたい） 

（2）案件名 
要請書記載名： 
（英） Water Environment Integration System 
（和） 水文気象統合観測システム開発プロジェクト 
 
合意結果： 
（英） Integrated Study Project on Hydro-Meteorological Prediction and Adaptation to Climate 

Change in Thailand（IMPAC-T） 
なお、本結果を受け、本件和名を以下のとおり変更することが適当と思料する。 
『気候変動に対する水分野の適応策立案・実施支援システム構築プロジェクト』 

（3）プロジェクト実施体制 
R/D 案 「 ANNEX IV  LIST OF THAII COUNTERPARTS AND ADMINISTRATIVE 

PERSONNEL」記載のとおり、カセサート大学を代表とする 10 大学・機関を実施機関とした。

また、Project Director（カセサート大学学長）以下、Deputy Project Director、Project Manager
については対処方針どおりとすることで合意した。 

10 の実施機関のうち、カセサート大学、TMD、RID、チュラロンコーン大学、マハナコン

工科大学が中心的な役割を担い、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）の構成

メンバーとした。また JCC には、天然資源環境省水資源局（DWR）、内務省災害予防軽減局

（DDPM）、王立人工降雨・農業航空局（BRRAA）、タイ国立研究評議会（NRCT）の 5 機関

をオブザーバとすることを合意した。これにより、プロジェクト実施中における関係者間の情

報共有、プロジェクト終了後における成果の定着・拡大を目指す。 

（4）協力期間 
プロジェクト開始から 5 年間とする（2009 年 5 月～2014 年 3 月を想定）ことで合意した。 

（5）供与機材の維持管理（先方負担事項） 
M/M「6. Management and Maintenance of Equipment」において、本プロジェクトで調達する
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機材について、プロジェクト終了後も含む、維持管理の維持管理責任について確認した。主要

メンバーの一人であるソムチャイ TMD 部長がトップである局長（Director General）に昇格す

るなど、活動の実施および機材の維持管理、ひいてはプロジェクト終了後における協力成果の

活用が期待できる。 

（6）専門家派遣にかかる要請書（Form A1）の省略 
専門家派遣時の A1 作成・取り付け手続きを省略すべく、R/D 案「ANNEX II LIST OF 

JAPANESE EXPERTS」に分野名に加えて、資格要件、業務内容を記載した。TICA 担当の確

認も了しており、基本的に支障はないと思われる。 

2－2 プロジェクトの内容 
（1）事業の目的 

本プロジェクトは、地球規模課題である気候変動への適応に資する研究として、また、タイ

国における適切な水資源管理、気候変動に伴う水関連被害の軽減というニーズに応えるために、

相手国代表研究機関であるタイ国カセサート大学を中核とした現地研究機関・現地現業機関と

連携して、水分野における気候変動の影響への適応策立案・実施支援システムをタイ国に構築

することが目的である。そのために、水災害リスク評価並びに気候変動や土地利用変化に伴う

水循環変動の継続的監視のための水文気象観測網を強化し、水災害予測や統合的水資源管理支

援のための人間活動も考慮した水循環・水資源モデルを設計開発する。そして、これら観測と

モデルを統合して、効果的な水資源管理・水災害管理・水環境管理のための水循環情報統合シ

ステムをタイ国に構築し、気候変動への適応を考慮した水資源管理、自然災害の被害軽減とい

った利用ニーズに資するものである。 

また、本件の実施機関（タイ側研究グループ）には、カセサート大学に加えて、TMD およ

び RID といった政府機関も名を連ねている。これら組織が自立的・継続的にデータを取得で

きるようになること、そしてそのデータをカセサート大学に集積しモデル構築、適応策立案等

を行なうことを通して、問題解決能力の向上に向けた各組織およびそこに属する個々人のキャ

パシティ・ディベロップメントと、ネットワーク形成を図る。 

（2）事業概要 
1）プロジェクト目標 

 気候変動下の水関連リスクを軽減する適応策立案支援システムが開発される。   
（指標） 
同システムによる水関連リスク軽減に資する情報や提言がウェブ上に公開される。 
 

2）成果 
 成果 1. 気候変動にかかる水文気象観測能力が向上する。     
（指標） 
1.1 タイ側研究グループ内における気候変動の継続観測実施にかかる役割分担が明確にな

る。 
1.2 継続観測にかかる方法書/解説書が作成される。 
1.3 20 名以上のタイ研究者が気候変動の継続観測にかかるシステム開発、運用および管理
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に必要な知識と技術を習得する。 
1.4 準リアルタイム水文気象データ転送システムがチャオプラヤ川流域のTMDおよびRID

自身によりそれぞれの気象観測所に導入される。 
 
（活動） 
1-1 タイにおける気候変動の継続観測能力の強化にかかる分析レポートを作成する。 
1-2 タイにおける気候変動モニタリングに関連する水文気象観測の優良事例をとりまとめ

る。 
1-3 観測システムの開発・運用について、タイ側研究者および関係機関に有用な情報を取

りまとめる。 
1-4 準リアルタイム観測の実施のための観測所を選定し、テレメトリシステムを導入し、

連続観測を行なう。 
1-5 衛星画像、気象レーダー、雨量計およびメソ気象モデルを用いた準リアルタイム面的

雨量マップ（1 時間毎、10km 四方）作成システムを開発する。 
1-6 通常の水文気象観測では得られない特殊な水文気象データ（Flux、水質、土壌水分等）

に関する集中観測を行なう。 
 

 成果 2. 水循環と人間活動を統合した水循環・水資源モデルが開発される。   
（指標） 
2.1 チャオプラヤ川流域の水循環モデルが開発される。 
2.2 人間活動を考慮した水循環モデルが開発される。 
2.3 （水循環と人間活動を統合する）統合水循環・水資源モデルにかかる方法書/解説書が

作成される。 
2.4 統合水循環・水資源モデルによる流出量（年間河川流量、月次ピーク流量）が±20%以

内の精度で推定される。 
 
（活動） 
2-1 水循環モデル作成に必要な情報の収集と検証を行なう。 
2-2 水循環モデルの再現性を向上させる。 
2-3 人間活動が水循環に与える影響に関する情報を収集し、水循環モデルに反映させる。 
2-4 統合モデルの運用・管理について、タイ側研究者および関係機関に有用な情報を取り

まとめる。 
2-5 水文気象データ統合システムを開発し、シミュレーション結果をウェブ上に公開する。  
 

 成果 3. 気候変動の影響と人間活動を考慮した水関連リスク評価手法が開発される。  
（指標） 
3.1 水文気象データおよびシミュレーション結果が影響評価（インパクトアセスメント）

に統合される。 
3.2 現在および将来の災害ポテンシャルおよびリスク指数が定義される。 
3.3 リスク評価および影響評価に方法書/解説書が作成される。 
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3.4 気候変動への適応策として、準リアルタイム・リスク指数が開発され、予警報システ

ムに活用される。 
 
（活動） 
3-1 水文気象データ統合システムを開発する。 
3-2 リスク評価および影響評価のための基準値あるいは特徴を設定する。 
3-3 災害ポテンシャルのおよびリスク指数の推定について、タイ側研究者および関係機関

に有用な情報を取りまとめる。 
3-4 リスク指数を準リアルタイムで推定するシステムを開発する。 
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第3章 所感・考察 

3－1 総括（沖浦） 
今般の詳細計画策定調査は、チェンマイでの視察を含めて５日間という短い日程であったが、R/D

案を添付したミニッツに、カセサート大学（以下 KU）工学部長と署名交換を了することができた。

今後、日タイ両国内においての手続きを経て R/D 署名を了し、本年５月頃には日本より専門家派遣

を開始することができる見込みである。かかる短期間にタイ側と合意ができたことには、次の背景が

あると言える。 

  東京大学を中心とする日本側研究機関が JST へのプロジェクト申請のプロセスも含め

て、タイ側と連携しながらプロジェクト内容を詳細に検討してきたこと 
  この検討を受けて日本国内で東京大学、JST と JICA の間で JICA 事業としての案件内容

検討を相応程度行うことができたこと（タイ側関係者の訪日による議論も含む） 
  タイ側関係機関（メンバー）が KU を中心に日常より連携がとれており、本プロジェク

ト準備についても同様によく準備がなされていたこと 
  調査団来タイ後の協議日程が良く準備されており、KU を中心としたメンバーと集中的

かつ建設的な議論・視察をおこなうことができたこと 
 

このような背景のもと調査を進めることができたが、その結果得た所感を以下に、本プロジェクト

の特徴、留意点として記載する。 

（1）背景・経緯 
本プロジェクトに至るまでには、東京大学を中心とする日本側チームと KU を中心とするタ

イ側チームとの間の２０年余に渡る協力があり、相互のキャパシティに関する認識は深く、信

頼関係も高いものがあることは特記すべきである。日本側研究チームの総括を務められる東京

大学沖大幹教授とプロジェクトマネージャーである KU ハンサ教授は、沖教授が大学院学生で

あった時代から知己であり、これまで長年にわたって研究を共同で実施している。その一環と

して東京大学は KU とともに RID、TMD といった他関係機関とも文部科学省予算等による共

同研究を実施しており、本プロジェクトのメンバーは既に研究協力を共同に実施してきている。

このような素地があったことは、プロジェクト準備にあたっても強力なサポート要因であり、

実施段階においてもスムースな取り組みが期待できる。 

（2）タイ側関係機関 
筆者はタイ側関係機関（者）の研究レベル等を評価する能力は有さないが、本調査の過程や

周辺情報より得た所感について記載する。 

KU はタイの有力国立大学であり、本件議論の過程でも日本側に依存することなく内容を適

切に把握し議論をおこない、日本側からの質問にも適切に回答するなど、ハンサ教授（プロジ

ェクトマネージャー）を中心とするグループに CP としての能力や意欲、当事者意識に不安は

感じない。 
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TMD はタイの気象分野の責任機関として相応の高い能力を持つものと考えられ、DG の指

導の下で本件協力において供与される機材の維持管理やデータ提供・集約、研究への TMD の

立場からの参加は適切かつ有効であると考える。RID は農業協同組合省傘下の局であるが、タ

イ国内の水文関係については人員、組織、予算などの体制において最有力な機関の一つである

ことは間違いない。モニタリングやそれを受けた予警報について相当の取り組みをおこなって

おり、協力を進めるパートナーとして適切であると思量される。これら以外の機関に勤務する

研究者についても、国際学会での発表経験が豊富であるなど、本プロジェクトに関わる研究者

としてふさわしいレベルにあることが窺えた。 

他関係機関の関与も社会実装を実現する上では重要であり、例えば洪水予警報について RID
はその技術的な部分を担うものの人々への周知は DDPM の役割であるとのことであり、これ

ら関係機関の理解とアドバイスを適宜受けることは有効である（DDPM は JCC のオブザーバ

となる）。 

（3）実施体制 
タイ側の関係機関は KU を中心に TMD、RID が主要な役割を果たし、その他 MM に記載し

た関係機関が活動に参加する。（1）に記載したとおりこれら関係者は既に共同研究を実施した

経緯を持っており、キーパーソン相互の個人的な関係も強いものがある。また、本プロジェク

ト関係者は個人的な資格で研究活動に参加しているのではなく、所属組織の了承と支援を受け

て実施していることは望ましい状況である。特に TMD の中心人物であるソムチャイ予報部長

（東京大学で学位を取得）は 1 月 19 日の閣議で TMD の DG に任命されることが決定してお

り（正式には国王の認証を経て 2 月に就任予定）、かつソムチャイ部長の本件協力への当時者

意識は高く、TMD からの協力は強く期待できる。RID でもチェンマイ支局の水文センター長

と本局の課長が一連の研究と本件の議論に参加するとともに、R/D に DG がサインすることも

調整可能との見通しを示しており、大きな不安はない（但し RID 局長は極めて多忙であり、

Deputy DG によるサインになる可能性は否定できない）。KU 内部においても学長、副学長、

工学部長に適切な説明がなされており、それぞれの方より本プロジェクトをサポートする旨の

発言があり（ハンサ教授によると学長は 1 年前の就任以来最初の JICA との協力である本件プ

ロジェクトを重視しているとのこと）、大学全体として本プロジェクトを認識し、支援を受け

る体制があることが確認された。 

またタイ国内で本プロジェクトが適切に認識され、その成果が実際の政策や施策に反映され

ることを意図して日本側より KU に DDPM など関係機関を巻き込むように事前に依頼したと

ころ、調査初日の全体協議に DDPM は KU からの正式招聘を歓迎するとともに協議にも参加

しており、KU が関係機関の関与に関する日本側の認識に異がないことが確認できたことは喜

ばしい。 

KU からはタイ国内の手続きとして、KU から TMD、RID に正式レター等を発出するなど丁

寧に手続きを進める必要があるとの説明を受けており、日本側としても留意しておく必要があ

ろう。 

これら関係機関の参加形態についてであるが、JCC はプロジェクトの意思決定機関であるこ
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とからその正式メンバーはプロジェクトの内容を十分理解しかつ実施に深く参画する機関に

限定した。一方で JCC のオブザーバとしてタイ政府内のステークホルダーを招聘することと

し、各種セミナーなどにも積極的に巻き込むことを確認した。ハンサ教授からは DDPM の関

与について日本から示唆を受けたことについて、適切であったとの謝意が示された。 

（4）科学技術協力としての特徴 
本プロジェクトは JST-JICA 連携の科学技術協力としてその目的や役割分担について先行案

件の経験などから R/D 案 ANNEX-C のとおり整理した。 

具体的に本プロジェクトの内容をこの事業目的から「科学技術・研究開発要素」と「社会実

装要素」の区分けにより簡潔に整理を試みると次のようになる。 

  研究開発的要素（新たな知見、技術水準の向上） 

 アジアモンスーン地域（チャオプラヤ流域）の新たなデータ取得 

 データ取得・集約のための装置導入、装置開発、体制整備 

 データに基づくモデル開発（水文要素・人為的要素） 

 これらに基づく気候変動による影響評価 

 

  社会的実装要素 

 モニタリング・データ取得と整理体制の整備 

 既往の取り組み（気象予測、洪水等災害予警報）の精度向上 

 中長期的な気候変動適応対策の検討と政府への助言（堰堤整備、遊水地配置、その

他土地利用など） 

 

これら内容は相互に入り組んでおり、実際には研究と社会的適用という区分けが明確となり

にくい、すなわち、当面は研究開発的要素が強いものの、その成果を随時受けながら実際の施

策検討と実施が望まれる領域であると言える。本プロジェクトで考える「研究」要素は先行的

技術の社会的な導入（新たなシーズの社会への埋め込み）であり、タイ側のみでは導入が困難

なものを日本側との共同研究により導入し、実際に運用・モニタリングしながら体制整備、精

度向上を図り、準備が整ったものからより広範囲に導入されることを意図している（導入有無

やそのタイムスパンは内容により異なる）。 

また、研究としても実際の施策への反映にしても、タイ側での関係機関の連携が極めて重要

であるが、TMD、RID、KU が中心となり開発する観測装置を自らのシステムに取り込んで活

用し、（当面 KU のサポートを得ながら）維持管理に責任を持つことに同意したことは、先行

的技術の導入・活用の必要性と重要性、および本プロジェクトにおける関係機関の役割につい

ての認識を日本側と共有している証左であると解釈できよう。 

このような研究と施策（社会的実装）の密接な関係性は JST-JICA 事業の意図したものであ

ると言えよう。本プロジェクトについて詳細計画策定調査時点ではこの意図について関係者の

理解を得るとともに、実施の枠組みにもこのような考え方を盛り込めたものと考えるが、同ス

キームの初年度採択案件として、本事業の意義と狙いを実現できるよう、関係者が緊密に連携
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をとり認識を一にして実施することが必要と考えられる。 

（5）キャパシティ・ディベロップメント 
本事業の意図を実現するためには、研究協力活動の推進とともに、その過程での（日）タイ

側関係者のキャパシティディベロップメント（CD）が重要である。JICA が直接的に実施に当

たる本プロジェクトでは KU のみならず TMD、RID 等タイ側関係者の CD に常に留意すると

ともに、これら関係者の日本での研修実施などを考慮すべきである。また本プロジェクトとは

別プログラムとなるがタイ側関係者（研究者）の日本での学位取得などについても積極的なサ

ポートが効果的であろう。 

これらの点も含めて、タイ側人材の能力向上などキャパシティ・ディベロップメントの視点

は、日タイ双方のプロジェクト関係者はその重要性を認識しているところであり、JICA とし

ても今後も継続的に注視していく必要があろう。 

また科学技術協力という特性上、本協力活動総体としては日本側研究者の CD も強い関心事

項であり、その成果が求められている。この部分は主に JST が中心となり検討、対応する領

域であり、具体的活動としては日本側研究者によるタイでの論文執筆と、それを通じた日本側

研究者の CD となる。この活動を日タイ技術協力（ODA）の文脈から考えると、これら日本

側研究者の活動については、それら論文自体がタイの当該分野の発展に寄与する成果として日

タイ関係者間で位置づけられ、共有・理解されることが重要であり、そうして日タイでの研究

と社会実装が”Win-Win”の関係となるよう留意していくことが必要であろう。 

3－2 研究総括（沖） 
（1）プロジェクトの遂行全体に関して 

団長総括、大川団員所見に述べていただいているとおり、従来からの研究協力の蓄積と信頼

の上に本プロジェクトの構想準備を進めてきており、プロジェクトの開始の準備はほぼ整って

いると考えられる。特に、現地に長期的に滞在して相手国での研究推進の舵取りを行うと目さ

れている小森団員がこの詳細計画策定調査にも同行したことは、議論、合意形成、構想の具体

化に非常に役立った。また、カウンターパートであるカセサート大学内で、工学部長、さらに

は学長にきちんと情報があげられ、また、用意周到なことに 2 年前に学長を沖と引き合わせる

など、大学をあげての取り組みとする準備もなされている。 

（2）予算面について 
相手国側に関してはプロジェクト終了後も観測研究が継続されることを期待するため、維持

費や人件費、交通費や事務経費など、継続に必要な予算は相手国側が確保することが基本とな

っている。通常の技術開発援助に関してはそれでも良いのだろうが、研究開発、あるいは研究

開発に関わる人材開発・組織強化に関しては、日本、相手国を問わず、常に外部資金を得て行

うようになっているのが実情である。現状のままだと、結局相手機関側も別途研究開発予算を

得て、本プロジェクトの遂行に資する必要が出てくるので、大川団員が指摘するような知的財

産の取り扱いに関する留意点が出てくることになる。本プロジェクト終了後に外部資金がとれ

ないような組織は相手にしない、とまで割り切る考え方もあり得るのであろうが、やはり、本

プロジェクト期間に関しては維持費や人件費、交通費や事務経費などを間接経費として相手国
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カウンターパート機関の研究開発活動を支える資金に充当できるスキームが必要なのではな

いかと考える。本プロジェクトに関しては相手機関が一応はそれがわかった上で応募し、準備

を進めているため大きな問題とはなっていないが、それでもこのプロジェクトに絡んで増大す

る事務経理処理分の残業代、人件費をどうするか、といった不満もすでに耳にしており、今後

採択される他のプロジェクトではより深刻な事態に陥る可能性も懸念される。 

また、JICA の問題ではなく JST の問題ではあるが、当初、派遣される予定の日本人博士研

究員は JICA で雇用されるものと思っていたが、JST 雇用となることが直前に判明した。その

ため、JST 予算のやり繰りがきわめて厳しい事態に陥り、現在増額をお願いしているところで

ある。また、制度的にも、通常の JST プロジェクトであると、JST 雇用の研究員は JST 予算以

外ではエフォートの関係から出張などは現実的に難しいことになっているが、今回は明らかに

別プロジェクトである JICA の予算で長期的に出張することになり、どういう枠組みでそれを

認めるのか、ややまだ不透明な感がある。 

（3）人材育成との連携について 
研究開発プロジェクトの成功のためには、やはり人材育成が必須であり、現在 JST では文

部科学省奨学金との連携を含めて検討中である。これに対し、JICA の長期派遣専門家トレー

ニングでも、修士や博士の学位を取得できる枠組みがすでに存在しており、それらも含めて有

機的に有効活用できることが望ましい。実際、今回の調査でも、KU や TMD、RID などから、

語学力などの条件さえ整えばぜひとも日本で学ばせたい、との希望もあり、一方で、日本側の

教員からも積極的に受け入れたい旨の意思が伝えられている。このような状況であるので、ぜ

ひとも人材育成に関しても JICA-JST の連携の下に進めていただければ、と希望する。 

3－3 研究計画管理（大川） 
本調査では、JST として以下の観点から国際共同研究実施の妥当性を再確認した。 

（1）JST への研究提案内容と現地協議を踏まえた研究計画との一致性 
KU をはじめとするタイ側関係機関との意見交換、打ち合わせおよび現地視察を行い、タイ

国での水資源管理および水災害管理および水環境管理における問題点について認識を新たに

した。「気候変動に対する水分野の適応策立案・実施支援システムの構築」として日本側で採

択された研究計画において、変更を加える必要がないことを確認し、本研究を実施するにあた

っての具体的な研究内容と参画者そして各研究機関の役割分担を明確にすることができた。 

（2）タイ側研究機関の体制 
これまで東大との数十年にわたる共同研究実績を持つ KU が中心となり、関係省庁あるいは

他大学との協力関係が築かれていることを確認した。今回の調査では、本研究プロジェクトで

日本から派遣される短期専門家が調査に同行し、タイ側における実施研究や投入機材の協議場

面において重要な役割を果たしたのではないかと考えられる。共同研究開始後も、このような

人材がタイ側とのネットワークを密に構築いただくものと期待する。 

（3）研究活動で生じる可能性のある知的財産の取り扱い 
東大と KU は過去の共同研究実施においてすでに機関間 MOU を取り交わしている経緯があ

るため、本研究プロジェクトで新たに MOU を締結することに問題はないものと思われる。た
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だ、KU は別途 NRCT（National Research Council of Thailand）よりファンドを受けていること

から、本研究プロジェクトで生じる可能性のある知的財産の取り扱いについて、明確な切り分

けをされたい。 
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第4章 事業事前評価結果 

4－1 事業の背景と必要性 
（1）タイ国における水セクター（特に統合的水資源管理および水関連災害分野）の開発実績（現

状）と課題 
近年、社会経済成長の著しいタイ国は、農業を主要産業としているものの、加えて近年の工

業セクターの発展や生活様式の変化などによって水需要が急増するとともに、タイ経済の水資

源への依存度も高まっている。この様な中、乾季における水不足、雨季における洪水、天候不

順といった気候変動の影響が同国の社会経済に与える影響は今後一層増大するものと考えら

れる。 

さらに、タイに限らず近年増加している水災害は、今後の気候変動による影響により発生回

数、形態、度合いが厳しい方向に変化することが予見されており、これまで通りの防災施設、

社会基盤の計画のままでは不十分であることが危惧されている。しかしその防災施設等の拡充

には膨大な費用を要することから、貯水池や遊水地などの水災害管理によるソフト的な防災技

術が求められるが、それには今後の気候変動に伴う水循環変動が水関連災害としてどのように

顕在化するかについての影響評価が必要不可欠である。また、緩和策への取り組み効果や社会

条件の変化などに不確実性がある中で、豪雨や干ばつなどについても予測値に大きな幅が存在

することから、タイ国では気候変動の把握を目的とした準リアルタイムモニタリングが進めら

れている。 

このような中タイには、世界各地で解決が求められている典型的な水問題、すなわち洪水被

害の増大、地下水の過剰汲み上げによる地盤沈下、主要河川（チャオプラヤ川）の年流量の長

期的な減少傾向と渇水及び洪水年における大規模貯水池（ダムを含む）の適切な運用の必要性、

国際河川メコン川の支流におけるダム開発の問題、等が顕在化し集約されており、適切な水資

源管理情報に対する社会的ニーズはきわめて大きい。同時に将来の気候変動に対応するために

は、現在の取り組みの一層の強化が求められており、適切な適応策の立案・実施が極めて重要

となっている。 

しかしタイ国では、気候変動長期モニタリングや気候変動に伴う水循環変動に関する水文気

象観測、ならびに水循環・水資源モデルの構築は未だ不十分であるため、的確な適応策の立案

に資するこれら研究の実施が求められている。 

（2）タイ国における水セクター（特に統合的水資源管理および水関連災害分野）の開発政策と本

事業の位置づけ 
タイ国政府は 2000 年 7 月に発表した「水のビジョン（National Water Vision, Office of National 

Water Resources Committee）」において「2025 年までに、生活の質向上とすべての関係者の参

加を考慮した、公平かつ持続可能な水資源利用を可能にする効率的な管理・組織・法的システ

ムを通して、すべてのユーザーのために十分な品質と量の水を確保する」としている 。また、

第 10 次国家社会経済計画（Tenth National Economic and Social Development Plan）（2006 年 10
月～2011 年 9 月）において「資源・自然環境の保全」を開発の重点 5 分野の一つとして挙げ
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るとともに、最近の政府施政方針においても効果的な水資源管理システムの構築や地球温暖化

問題への対応が重要課題として位置付けられている。 

気候変動あるいは水災害に関しては、資源・環境分野の関連官庁を 2002 年に改編して発足

した天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment: MONRE）が「水不足と洪

水」を政策目標に掲げている他、気象局（Thai Meteorological Department: TMD）および王立灌

漑局（Royal Irrigation Department: RID）等の関係機関が気象・水文観測ならびに気象予報、洪

水予警報に取り組んでいるものの、気候変動に対応可能な水災害・水資源管理能力を有するに

は至っていない。 

以上のような状況下において、本プロジェクトは、タイ国において国スケールの気候変動の

継続的監視とその成果に基づく予測モデル構築をおこなうことにより、適切な水資源管理の実

施、洪水予警報システムの構築および気候変動適用策の能動的立案能力を保持することを期待

するものである。特に本プロジェクトで構築する水循環情報統合システムは、チャオプラヤ川

流域での実時間水災害リスクを評価することで、適確な水災害・水資源の管理、ひいては現地

政府・機関による気候変動に適応した国スケールでの水防災の政策立案支援を目指すものであ

る。 

（3）水セクター（特に統合的水資源管理および水関連災害分野）に対する我が国及び JICA の援

助方針と実績 
2008 年に開催された洞爺湖サミットにおける首脳宣言において、気候変動及び水資源管理

に関する観測・予測の強化、ならびに、かかる開発途上国のキャパシティ・ディベロップメン

トに対する支援方針が表明されている。また、我が国の対タイ国別事業展開計画では、タイの

グローバル・イシューへの対応能力の強化によって、タイが積極的に地域・地球規模問題に取

り組むことが東南アジア地域の持続的な成長と安定に裨益し重要であるとしている。さらに防

災・災害対応能力の強化は重点分野の一つに据えられている。 

かかる方針のもと、現在 JICA は地域別研修「アジア地域 気候変動への適応にかかる能力

強化」の実施、技術協力プロジェクト「バンコク都気候変動削減・適応策実施能力向上」の実

施を通じて、気候変動に対する適応策・緩和策にかかる人材育成を行なっている。過去におい

ても開発調査「チャオピア川流域水管理システム及び監視計画調査」（1987～1989）、プロジ

ェクト方式技術協力「灌漑技術センター計画フェーズ 2」（1990～1997）、開発調査「チャオ

プラヤ川流域総合洪水対策計画調査」（1996～1998）、技術協力プロジェクト「防災能力向上

プロジェクト」（2006～2008）の実施に加え、気象学、水管理、テレメトリ、洪水対策、流域

管理、統合的水資源管理、地球温暖化といった多様な研修コースに多くの関係職員を受け入れ

ている。実施・協力機関は TMD、RID の他内務省災害軽減局（DDPM）、バンコク都庁（BMA）

にも及び、タイ国の水資源・防災分野のキャパシティ・ディベロップメントを幅広く支援して

いる。 
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（4）他の援助機関の対応2 
タイ国の水資源セクターの課題解決に向けて最も体系的な支援を実施してきたのは国連環

境計画（United Nations Environment Programme: UNEP）であると考えられる。2002 年に南アフ

リカのヨハネスブルグで開催された「持続可能な開発に関する世界首脳会議（World Summit on 
Sustainable Development）」で採択された実行計画「2005 年までの統合的な水資源管理と水効

率性に係わる計画の策定（Develop Integrated Water Resources Management and Water Efficiency 
Plans (IWRM 2005 Plan)）」を受けて UNEP は国際機関や各国ドナーの支援を得ながら世界各

国で水資源管理の向上に向けた活動を支援している3。タイに対しては、東南アジアの重点国

として指定した他の 6 カ国とともに、水資源管理に係わるネットワーク構築、戦略策定、ガイ

ドライン策定、能力向上、プロジェクト進捗管理の 5 つの活動支援を行っている。しかし、そ

の具体的活動は主要関係者を集めたワークショップ、関係者間の対話促進、セミナー開催等に

よる限定的な能力向上（知識普及・啓発）に留まっている模様である。タイでは 2007 年 1 月

に MNRE 水資源局がこの IWRM 2005 の諸活動に係わる進捗報告書を出している4。なお、別

の報告書によると上記 7 つの東南アジア諸国の中ではタイが唯一、2006 年の査定において 3
段階評価の内、「IWRM 2005 の達成に係わる計画が存在する」とされる「ランク 1」として

評価されている5。 

また、世界銀行は地下水資源管理に係わる能力強化（Thailand: Strengthening Capacity in 
Groundwater Resources Management）6を、アジア開発銀行は水資源管理の地域リーダー育成

（Thailand: A regional Leader in Water Resource Management）7を実施するなど、水資源管理の向

上に係わるドナー支援が散見される。 

しかし、国レベルあるいはチャオプラヤ川流域を対象とした、気候変動長期モニタリングお

よび水循環モデリングについて、本プロジェクトと重複するような支援実績は確認されない。 

4－2 5 項目評価 
（1）妥当性 

タイ国開発政策においては、2000 年 7 月に発表された「水のビジョン」および第 10 次国家

社会経済計画等において、効果的な水資源管理システムの構築や地球温暖化問題への対応が重

要課題として位置づけられている。また、2008 年の洞爺湖サミットあるいは我が国の対タイ

国別事業展開計画において、タイならびに開発途上国の気候変動及び水資源管理にかかるキャ

パシティ・ディベロップメントへの支援が掲げられており、本案件はタイ国政府方針および我

が国援助方針に合致する内容であり、妥当性が認められる。 

                                                   
2 本節は タイ国「熱帯地域に適した水再利用技術の研究開発プロジェクト」詳細計画策定調査 帰国報告会資料 を元

に作成 
3 詳細は UNEP の関連ウェブサイト http://www.ucc-water.org/iwrm05/index.html を参照。 
4 「IWRM2005 Southeast Asia Project: Thailand National Report」2007 年 1 月、天然資源環境省水資源局 
5 「Status Report on Integrated Water Resources Management and Water Efficiency Plans: Prepared for the 16th session of the 

Commission on Sustainable Development - May 2008」UN Water 
6 世銀ウェブサイト http://siteresources.worldbank.org/INTWR/D/Resources/GWMATE_English_CP_01.pdf を参照。 
7 ADB ウェブサイト http://www.adb.org/Media/Articles/2004/5636_thailand_water_management/ を参照。 
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（2）有効性 
成果１～３として設定した研究課題はいずれも日本もしくは日本とタイ双方において先行

研究・活動の実績がある。加えて、日本側代表研究機関である東京大学とタイ側代表研究機関

であるカセサート大学は共同研究の実績を有し、当該分野に関する知見、研究活動の実施能

力・経験を十分備えている。また、３つの成果はプロジェクト目標で開発を想定する「適応策

立案支援システム」の構成要素であり、プロジェクト目標との因果関係、論理的整合性が確保

されている。以上から本プロジェクトは有効性が見込まれる。 

（3）効率性 
タイ側研究代表（カセサート大学工学部教授）、TMD 局長をはじめとし、日本側研究代表

機関である東京大学での学位取得・研究経験を有する者が数多く参画している。東京大学とカ

セサート大学はこれまでに文部科学省予算等による共同研究を実施しており、その過程で

TMD 、RID 等の他機関とも協働体制を構築していることから、効果的な共同作業（技術移転

を含む）、プロジェクト活動の実施が可能である。 

このような人的・ハード面の既存リソースを活用する本プロジェクトでは、日本からの投入

は期待される成果の発現に不可欠となる、新たな研究・開発項目に係わるものに限定されてお

り、高い効率性を有すると判断される。 

（4）インパクト 
本件は研究開発の側面を有する技術協力プロジェクトであるため、一義的には実施機関であ

るカセサート大学、TMD、RID およびその他研究機関の研究開発能力の向上という面でのイ

ンパクトが期待できる。ただし、本プロジェクトで開発する「適応策立案支援システム」の活

用度合い、さらには同システムによる適応策立案ならびに水災害被害の回避・軽減の程度につ

いては、中長期に亘る継続的な取り組みを必要とすること、そして関連政策・制度の変更やそ

の他の外部条件にも影響されることから、現時点では予測が困難である。 

（5）自立発展性 
TMD はタイの気象分野の責任機関として相応の高い能力を有しており、気象観測・予報を

本来業務として実施している。また、RID は農業協同組合省傘下の局であるが、タイ国内の水

文関係については人員、組織、予算などの体制において最有力な機関であり水文モニタリング

やそれに基づく予警報に取り組んでいる。本プロジェクトは先進的な研究・開発活動であるが、

一方でこれら政府機関の機能を基礎に、現有能力・情報の統合を図るものでもある。従って、

プロジェクトで投入する観測装置は、TMD や RID それぞれのシステムに取り込んで活用され

ることから、短期的な効果発現と恒常的な維持管理が期待できる。ただし、カセサート大学は

研究プロジェクト単位の特別予算しか有し得ず、恒久的な予算措置を期待することは難しいが、

同大学はタイの水文学分野の代表的役割を担っていることから、プロジェクト投入ならびに成

果の活用について懸念は少ない。 

以上のように、本プロジェクトは一定の技術的・組織的・財務的自立発展性を有すると評価

されるが、上位目標レベルにある適応策立案、水災害被害の回避・軽減の実現可能性について

は、中長期に亘る継続的な取り組みを必要とすること、そして関連政策・制度の変更やその他
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の外部条件にも影響されることから、現時点では予測が困難である。 
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第5章 プロジェクト実施上の留意点 

（1）大学が実施機関である場合の相手側負担 
カセサート大学は、実施機関に名を連ねる政府機関（TMD、RID）とは違い、研究プロジェ

クト単位の特別予算しか有し得ず恒久的な予算措置を期待することは難しい。同大学には

NRCT（National Research Council of Thailand）より支援を受ける部分（5 年間分は確保されて

いない）を除くと本プロジェクトに充当できる経費は殆ど無い状態にある。通常の JICA プロ

ジェクトのように「相手側負担事項」と要求しても構造的に限界があることについて理解と配

慮が求められる。 

（2）知的財産の取り扱い 
前項に関連し、カセサート大学は NRCT などタイ国内のファンディングエージェンシーか

ら研究資金を既に獲得しており、今後も本プロジェクトに関連する研究分野での資金獲得が十

分期待される。その場合は本プロジェクトを通じて生じる可能性のある知的財産の帰属につい

て十分に協議する必要がある。 

（3）関係者間の特に円滑な情報共有と協働体制の構築 
本プロジェクトは科学技術案件として初年度のものであり、全体の理念は関係者間で共有し

つつも、個別具体的な取り組みについては試行錯誤しながら進めてきた。5 月頃の協力開始を

想定して準備を進めているが、評価方法など未定な部分もあり、またそもそもの案件実施の目

的も関係者により受け止め方が異なる部分があることも否定できないことから、今後も日本国

内において特に注意深く関係者間が連携し、それぞれの役割分担を確認しながら、協力を進め

る必要がある。 

またタイ国内においても、中心となる機関が KU に加えて TMD、RID と複数にわたること

に加えて、その他関係機関も多いことから、プロジェクトの主旨を鑑みながら、注意深く運営

管理する必要性が高い。



 
 
 
 
 

付 属 資 料 



付属資料１：Record of Discussions
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Project Design Matrix For Discussion
As of January 23, 2009

Objectively Verifiable Indicators Means of Verification

1 1

2 2

1

1 Recommendations and integrated information from the system are 
published on web pages.

1 2

3

1
1 1.1 The roles of Thai research group (TRG) in the promotion of the continuous 

monitoring for climate change impact are defined.
1.1

1.2 Tutorials for the continuous monitoring system are prepared. 1.2
1.3 More than 20 TRG members are trained and obtain necessary knowledge 

and skills in developing, implementing, and managing the continuous 
monitoringofclimate change impact.

1.3

1.4 The quasi-real-time hydro-meteorological data transfer systems are 
installed at observation stations by Thai Meteorological Department and 
Royal Irrigation Department in Chaophraya riverbasin.

1.4

2 2.1 The hydrological models for Chaophraya river basin are established. 2.1

2.2 The models of anthropogenic activities are established and incorporated in 
hydrological models.

2.2

2.3 Tutorials for the integrated modeling system are prepared. 2.3
2.4 Precision of discharge estimation (annual discharge, peak discharge on 

monthly basis) by the integrated model is no more than  20% difference 
than measured volume.

2.4

3 3.1 Hydro-meteorological data and simulation outputs are integrated to 
incorporate in impact assessment.

3.1

3.2 Disaster potential in present and future are estimated and risk indices are 
identified.

3.2

3.3 Tutorials for risk and impact assessment are prepared. 3.3
3.4 The quasi-real-time risk indices are developed as for an adaptation 

measure to water-related disasters under climate change, and utilized for 
early warningsystem.

3.4

Inputs 1
1-1 To formulate a report on the promotion of the monitoring capacity in the 

field of hydro-meteorology for climate changes in Thailand. From Japan From Thailand
1-2 To compile good practices of TRG in implementing the monitoring for water-

related climate change. 1. Expert 1. Personnel
1-3 To make documents and related information for TRG and concerned 

authorities of Thai government in implementing and managing the 
monitoring system.

1-4 To select hydro-meteorological stations, install the telemetry equipment, 
and develop a quasi-real-time telemetry system.

1-5 To develop a prototype system producing quasi-real-time areal 
precipitation maps using satellites, radars, rain gauges, and meso-scale 
meteorological models with temporal and spatial resolutions of 1 hour and 

1-6 To obtain specific hydro-meteorological data (ex. fluxes, water quality, soil 
moisture), which are unavailable from operational monitoring, by intensive 
observations.

2.
2-1 To obtain and verify supporting data for water-related modeling.

2-2 To improve representations of hydrological processes in water-related 
models. 2. Facilities

2-3 To collect and reflect necessary information for modeling anthropogenic 
activities.

 - Office space, furniture and facility for experts
- Land and building for installation of equipment

2-4 To make documents, and related information for TRG and concerned 
authorities of Thai government in implementing and managing the 
integrated model. 3. Training

2-5 To develop an integrating system of hydro-meteorological data and 
simulation outputs on web pages. 3. Local cost

As necessary
3-1 same as 2-5

4. Others
3-2 To set standard threshold and aspects to implement risk and impact 

assessment. 4. Workshop & Conference
1) Domestic conference
     in Thai language

3-3 To make documents, and related information for TRG and concerned 
authorities of Thai government in estimating potential indices and 

3-4 To develop a system of estimating quasi-real-time risk indices for 
adaptation measures to water-related disasters under climate change.

1) International conference
     in English
     once per one or two years

2) Maps, data and relevant information
 - Digital Elevation Map (DEM)
 - 

The developed system by the Project contributes for Thai authorities concerned 
to make decisions and develop adaptation measures against risks under climate 
change impact.

1) Long Term
 - Project Coordinator

2) Short term (Japanese Research Group)
 - Leader
 - Research planning
 - Hydrometeorological monitoring
 - Hydrological & Anthropogenic modeling 
 - Impact assessment & Risk assessment

Activities

Indicator

An integrated model in consist with natural hydrological cycle and 
anthropogenic activities is developed.

Methodology of water-related risk assessment incorporating with climate 
change impact and anthropogenic activities are developed.

Equipment
1) Server system
2) Telemetry system
3) Radar data accumulation system
4) Flux measurement system for Heat, Water and CO2
5) Wind profiler  

1) Principal and technical of the monitoring of hydrometeorology for future 
climate changes
2) Implementing and managing the monitoring system available on the 
website
3) Implementing and managing the integrated model available on the 

Remark   KU: Kasetsert University, RID: Royal Irrigation Department,  TMD: Thai Meteorological Department
              UT: University of Tokyo,  KyU: Kyoto University,  TU: Tohoku University, NIAES: National Institute for Agro-Environment Sciences, NIES:  National Institute for Environmental Studies

Important AssumptionsNarrative Summary

Monitoring capacity in the field of hydro-meteorology for climate change 
impact is enhanced.

Overall Goal

A prototype of the integrated system to help decision-making on the adaptation 
for water-related risks under climate change impact is established.

Outputs

Project Purpose

Pre-conditions

Project Director: President, KU
Deputy Project Director: Dean, Faculty of 
Engineering, KU
Project Manager:  Ms. Hansa VATHANANUKIJ, 
D.Eng (KU)
Other TRG members:Rpresentatives from
 - Kasetsart University
 - Thai Meteorological Department
 - Royal Irrigation Department
 - Chulalongkorn University
 - King Mongkut s University of Technology 
Thonburi
 - Mahanakorn University of Technology
 - Khonkaen University

付属資料３：PDM試案
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付属資料４：面談録 
 
 

平成 21 年 1 月 19 日（月） 8:30～9:30 於：JICA タイ事務所 

出席者（敬称略）： 
【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】 
 小野田 勝次  JICA タイ事務所 所長 
 小川  正純  JICA タイ事務所 次長 
 戸島  仁嗣  JICA タイ事務所 次長 
【在タイ日本国大使館】 
 山本 慎一郎  在タイ日本国大使館 二等書記官 

 
１． 調査目的、案件概要説明 

沖浦団長より本案件採択の経緯と調査予定内容について説明した。特に、本案件においては PDM をミ

ニッツ添付文書とせず、内部でのプロジェクト管理ツールとして作成する旨言及した。また、沖団員がプ

ロジェクト概要として、温暖化に対する水循環の適応とテレメーターによる実時間の観測結果を利用した

オペレーションシステムを構築する点、また、タイ側関係機関として、カセサート大学（KU）を中心に

タイ気象局（TMD）、王立灌漑局（RID）を加えた体制で実施していく点を言及した。 
 

２． 質疑応答、意見交換 
小川 ：メインカウンターパートは KU とのことであるが、最終的な活用段階における主要機関はどこを

想定するか。また、主要機材についても伺いたい。 

沖 ：将来的にタイにおける気候変動適応分野での戦略機構をタイ国内で作るという意味で、今回、内

務省災害予防軽減局（DDPM）に JCC メンバーとして入っていただくのが良いかと思う。DDPM
や水資源省を通じて政策立案に貢献したい。機材については相談次第で 1,000 万程度のウィンドプ

ロファイラーを使用したいのと、データ転送の携帯料と計算機のデータサーバ等で数百万を想定し

ている。 

沖浦 ：今回、TMD や RID のように直接メンバーとして参画する機関もありながら、DDPM のように

JCC に加える機関もあり、社会実装は考慮されている。 

浅井 ：人材育成面を考えれば、ある程度の機材普及も必要かとは思う。将来的には、データを広く一般

に公開することが重要であるため、活用が KU に限られないようにしたい。PDM に関しては、JST
案件はプロジェクトというよりプログラムレベルと捉えられ、上位目標に至る道筋が一方向的に想

定できないため R/D への添付は行わない。ただし、プロジェクトが何を目指しているのか明らかに

し、プロジェクト活動の管理を行うためのツールとして、今回試作した。あくまで参考資料の位置

づけである。 

 
 
平成 21 年 1 月 19 日（月） 10:30～18:00 於：60th Anniversary Building, Room No.203, Faculty 

of Engineering, KU 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】 竹内所員、Ms. Suvanna 
【在タイ日本国大使館】 山本 
【タイ側研究機関関係者】 
 カセサート大学：Prof. Hansa、Dr. Suphawut、Dr. Dusit、Dr. Apiniti、他 
 タイ気象局：Mr.Somkuan 
 王立灌漑局：Mr. Jaray、Mr. Panya 
 チュラロンコーン大学：Aksara、Kanchit, 
 マハナコン工科大学：Dr. Saisunee 
 キングモンクット工科大学：Mr.Chaiwat、Mr. Sanit 
 タマサート大学：Uruya 
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 内務省災害予防軽減局：Ms. Chatcahadaporn、Ms. Korninan 
 王立人工降雨・農業航空局：Ms. Prapaporn 
 国立公園・野生動植物保全局： Mr. Arthorn 
 水資源局：Ms.Nitipan 

 
１．今回の調査の目的と調査内容、および今後の予定 

沖浦団長より本調査の目的と実施概要について説明。今回は技術協力と異なり、学術的要素を含むプロ

ジェクトであるため、明確な目標設定が難しい。このため、プロジェクトの評価方法も含めて協議を行う

必要があるが、この点関係省庁の方々にご参加いただき嬉しい。浅井団員より、科学技術協力事業の概要

および本事業における JICA と JST の役割を説明。両国政府により締結されている技術協力協定に基づき

本プロジェクト実施に関する書類文書 R/D を締結するためのミニッツに合意し、署名に至ることが本調

査の目的。その後、JICA 東京本部で承認の後、R/D 署名という流れになる。沖団員が PDM を説明。本

PDM はミニッツに添付しないものの、研究計画を合意するため詳細を協議したい。Hansa 先生には R/D
に関するリクエストを送ってほしい。 

 
２．タイ側代表者による研究紹介と本プロジェクトの計画紹介 

Hansa 教授 ：5 年間の研究計画を紹介。目的は、タイでの気候変動により影響される水循環の情報シス

テム構築。研究対象地区はチャオプラヤ川流域、特に洪水被害が深刻な中部や下流域にニー

ズがある。また、タイ東北部では水不足や水質の問題も散見されている。洪水についてはモ

デリングが今まさに始まったところだが、2006 年の洪水では短時間に対応することができず

甚大な被害を被った。本プロジェクトでは観測網を強化させると共に、モデリングと予測を

行いたい。 

Apiniti 氏 ：タイ山間部で問題となっている地滑りと降雨量との関係解明を目指す。5 日の先行降雨量

と日雨量のデータから、地滑りの一因が地下水面の上昇であると考えられた。本プロジェク

トでは、ピエゾメーターやテンシオメーターにより土壌動態を測定し、得られたデータによ

るモデル式の改良を行い、警報システム作動の域値を算出したい。 

Dusit 氏 ：KU のテレメトリシステムについて。観測データは GPRS システムにより KU に送信。こ

れまでの PLC システムに代わるデータプロセシングシステムを開発したい。データは KU
にあるサーバシステムに集約した後に、ユーザーに提供する。 

他、Dr. Jaray (RID)、Dr. Somkuan (TMD)、Dr. Saisunee (MT)、Dr. Chaiwat (KMUTT)、Ms. Supa 
(BRRAA)より研究紹介。 

 
３． ミニッツ協議 

浅井団員がミニッツ案をもとに調査での協議項目を説明。沖浦団長が、ミニッツ署名にコミットメント

の責任者による合意が重要である点に言及した。その後、タイ側関係者、日本側関係者にわかれてミニッ

ツ案の検討と協議の方向性について相談。その後全体協議に入る。以下の事項について意見交換した。 
 
1) プロジェクトタイトルについて 

Integrated Study on Hydro-Meteorological Prediction and Adaptation to Climate Change in 
Thailand.（IMPAC-T）で合意。 
 

2) 機材投入について（6. Maintenance and Management of Equipment） 
タイ側は、過去に設置された観測システムを本プロジェクトで強化したいとの考え。既存の観測機材の

活用方策も考えながら新規に投入する機材の具体については、タイ気象局（TMD）の Somchai 氏との

協議が必要とのことで、後日持ち越し。王立灌漑局は（RID）は、テレメーターを使用することで了解。 
 

3) 専門家滞在に係る執務室・経費 
オフィススペースはタイ側機関で用意することに合意。滞在費および通勤経費に関しては JICA が支弁

する。 
 

4) 研修員の受け入れ 
タイ側からの研修員受け入れ願いに調査団が了解。 
 

5) ミニッツ署名者 
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工学部長が最適と両国関係者が合意。 
 

6) 実施機関 
R/D ANNEX IV に、日本側研究機関とタイ側機関を列記する。Thai Research Group には他のメンバ

ーの機関も加えるか。DDPM および DWR が加わることに合意。 
 
 
平成 21 年 1 月 20 日（火）10:20～15:00 於： RM-GIS center, Faculty of Engineering, KU 
出席者（敬称略）： 

【調査団】沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】竹内 
【カセサート大学（KU）】Prof. Hansa、Dr. Suphawut、Dr. Dusit 

 
ミニッツ協議 

1) プロジェクトタイトルについて 
The Project of を除いて、 Integrated Study Project on Hydro-Meteorological Prediction and 
Adaptation to Climate Change in Thailand (IMPAC-T)とした。 

 
2) ANNEX D PO について 

Output1-1 については、小森氏タイ訪問中に実現できればよい。1 ヶ月～長くて数ヶ月だが、9,10 月は

雨季のためできれば避けたい。おそらく 5,6 ヶ月はかかるとの認識。沖浦団長が、PO についてはロー

ドマップとして作成し、R/D 署名後も適宜リバイスできる旨説明した。 
 

3) PDM について 
Overall goal：climate change impact とのタイ側意見に合意。 
Project pourpose：システムを作ることを書くと、堅いイメージをもたれる可能性があるので、プロト

タイプができるとしたほうが良いとの団長意見に一同合意。 
Output1-1～1-3：変更後、合意 
Activities：タイ側グループのみならず、タイ日両研究機関によるタイでの研究活動を示していることを

確認。残りは、木曜までに提出。 
 

4) JCC へのステークホルダーの追加について 
東大農学部・蔵治先生の助言でタイ側に加えた機関があるが、あくまで研究者単位の関与であって機材

の供与を伴うような組織としての参加ではない。 
 

5) R/D 案 
機材についてはまだ議論が必要。JCC メンバーには NRCT を加えたいとの Hansa 教授の意見に同意。 

 
6) 機材の管理とメンテナンスについて 

研究が RID や TMD の業務とも深く関連することから、彼らにも役割分担をお願いしたいとの Hansa
教授の考え。チェンマイにて協議後に、最終ドラフトを示すことで了解。 

 
 
平成 21 年 1 月 21 日（水）10:00～15:30 於： Hydrology and Water Management Center for Upper 

Northern Region, RID 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【RID】 Mr Thada 
【TMD】 Dr. Somchai 
 

1. タイにおける洪水問題について（Mr. Thada） 
北部地域における Over bank flood と地すべりおよび土石流が主問題とのこと。深刻ではないものの、

特に Wang 川（Mae Wang）流域で頻発洪水がみられる。現在のところ、洪水警報システムの管理は水文

観測地点での観測と、TMD のレーダーによるモニタリング、河川の水位測定により行っている。Wang
川流域には 16 の観測地点があり、流量観測点は澪筋に合わせて作動させている。将来的には分布型水文
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モデルを使うことで、自動警報システムが開発されることを期待する。その他、アプリケーションについ

ても説明有り。毎朝の Rain gauge 測定データと、テレメトリシステムから自動送信されるデータから日

降水量の平均値が算出され、80mm 超の場合に警報が稼働するシステムとなっている。 
 
2. ミニッツ・R/D 案の協議 

1) 機材設置とメンテナンスに係る費用 
浅井団員が、機材設置に係る費用を初期費用として JICA が負担し、また通信、電気代についてはタイ

側機関による自己負担であるべき点を説明し、出席者が合意した。 
 

2) 投入機材 
Wind profiler を Chainat の ChaoPhraya ダムに設置したいとの Somchai 氏の意見に沖団員が同意。上

空 3km までの風速が毎時で測定できるとのこと。同じ場所には surface flux も設置したい考え。 
 
3. 水文気象観測点 2 箇所の視察 

1) Mae Wang（Ping 川支流）－p84 地点（Ban Phan Ton） 
Thada 氏は本地点の上流域でも警報システムを稼働させたいと希望。そのためには流量観測だけではな

く、雨量、レーダー情報が必要とのこと。 
 

2) Mae Wang（Ping 川支流）－p82 地点（Ban Sob Win） 
KU の土壌水分観測システムや super site を視察。 

 
 
平成 21 年 1 月 22 日（木）11:00～19:30 於： RM-GIS center, Faculty of Engineering, KU 

出席者（敬称略）： 
【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】竹内 
【カセサート大学（KU）】Prof. Hansa、Dr. Dusit、Dr. Suphawut 

 
ミニッツ案および R/D 案の協議 

1) 両国参画機関の位置付け 
タイ側研究実施機関は、KU、RID、TMD 以外に、チュラロンコーン大（CU）、マハナコン大学（MU）、

キングモンクット工科大学トンブリ校、コンケン大学、ナラセン大学、タマサート大学、チェンマイ大

学の 10 機関とすることで合意。このうち、中心的な役割を KU、TMD、RID、CU、MU が担い、これ

らの機関を JCC 構成メンバーとした。 一方、水資源局、災害予防軽減局、王立人工降雨・農業航空局、

国立公園・野生生物・植物保護局およびタイ国立研究評議会はステークホルダーとして位置付けること

とし、JCC にはオブザーバー参加を求めることで合意した。日本側実施機関は、ANNEX II LIST OF 
JAPANESE EXPARTS に記載。当初予定の東大、京大、東北大、国環研、農環研以外に、現地に設置

を予定しているウィンドプロファイラーの管理運用に関する専門家が所属する北大を新たに参画させ

たいとの沖団員の希望により、実施機関が当初予定の 5 機関に限らないとの文言に変更することに合意。

北大参画については、JST に提出された計画書の変更に相当するため、持ち帰って研究主幹による承認

が必要となる旨説明。 
 

2) 日本からの派遣専門家（ANNEX II LIST OF JAPANESE EXPART） 
専門家派遣に係る要請書（Form A1）の作成・取り付け手続きを省略すべく、専門家の分野名に加えて

資格要件、業務内容を記載し、一同これに合意。 
 

3) 機材（ANNEX III LIST OF MACHINERY AND EQUIPMENT） 
タイ側から提出された機材リストを元に両国メンバーで協議し、リストがほぼ完成型となる。 
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平成 21 年 1 月 23 日（金）9:00～ 於：  RID（Office of Hydrology & Water Management） 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】Ms. Suvanna 
【RID】 Dr.Ponchai 

 
視察 

タイ全土で 12 のテレメトリシステムがあり、1 つのシステムに 15-20 の観測地点からのデータが収集

される。将来的には、このセンターを水循環の予測センターにしたいとの Ponchai 氏の考え。機器も使用

可能な状態であると確認された。60～70 のテレメトリが必要とのこと。 
 
 
平成 21 年 1 月 23 日（金）10:30～ 於：TICA 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】Ms. Suvanna 
【TICA】 Ms. Somsuan, Ms. Kantilla 
 

表敬、科学技術協力事業の概要説明と意見交換 
タイ国に限らず、周辺国においても温暖化と水資源の問題が顕在化してきていることから、タイ政府も

今回の科学技術協力事業のような国際協力について、重要視しているとの TICA 側の見解。日・タ技術協

力協定で規定される派遣専門家は日本人である必要があるとのこと。 
また、TICA の要望により、短期専門家のうち Leader の役職名を Chief adviser とすることについて合

意。タイから日本への研修について、参加者は基本的に政府あるいは大学機関に所属する者である必要性

があり、学生は許可しない旨 TICA より説明を受ける。ただし、KU が選んだ場合、外部からも参加が可

能とのこと。 
 
 
平成 21 年 1 月 23 日（金）13:00～ 於：TMD 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】Ms. Suvanna 
【TMD】 Dr. Somchai 

 
視察 

タイにおける気象予報について Somchai 氏より説明。タイの大学はどこもデジタルのレーダデータを

利用できる。 衛星データも、すべて以前は知的財産権の関係で利用できなかったが研究用には利用可能

であるとのこと。KU についても TMD 直接申請してもらう必要がある。タイには 1,000 の雨量観測地点

があり、30 分あるいは 1 時間以内にデータが送信される。 観測所は平地に多く山間部には少ないとのこ

と。 基本的には 1,000 程度存在する District office（町役場）に観測器を置く。 
 
 
平成 21 年 1 月 23 日（金）15:30～ 於：60th Anniversary Building, Room No.203, Faculty of 

Engineering, KU 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】Ms. Suvanna 
【KU】 Mr. Nontawat、Prof.Hansa、Dr. Dusit、Dr. Suphawut 他 

 
1. ミニッツ・R/D 案の最終版への署名 

KU 工学部長と沖浦団長が、最終版に署名する。沖浦団長より、3 月中に R/D 署名できるよう、今後準

備を進めていきたい旨説明。日程としては、16 日～22 日の週が適当との Hansa 教授の意見。JICA タイ

事務所とも今後調整のうえ最終決定する。 
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2. 今後の予定 
JCC 開催について両国関係者でスケジュールを検討。6 月最初の週にバンコクで開催予定と仮置きした。

また、9 月、11 月に会議を開催予定。KU と東大間で締結する MOU については、東大側の担当者がわか

り次第、JST を通じて KU に連絡する。文書作成は両研究機関の責任で行われる。 
 
 
平成 21 年 1 月 23 日（金） 16:30～18:00 於：JICA タイ事務所 
出席者（敬称略）： 

【調査団】 沖浦、沖、小森、大川、浅井 
【JICA タイ事務所】小川、竹内 
【在タイ日本国大使館】山本 

 
調査団による報告、意見交換 

現地調査報告書に基づき各団員から協議結果、総括、留意点が述べられた。沖団員が KU の研究予算に

ついて、必ずしも確保されているわけではないこと、ボランティア的側面があることを述べた。 小川次

長より本事業で採択された案件の評価方法に関して質問がなされたが、制度設計の段階であり継続検討事

項である旨回答した。TICA がタイにおける研修の数が減少傾向にあることを懸念している点を沖浦団長

より報告し、JICA-JST 事業の関連で長期研修枠が新たに設定されることも一案と述べた。 
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